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第１章 序論 

 

1.1 靴の高機能化・実用化開発プロジェクト 

筆者は戦前から日本の靴業界を材料の観点から支えてきた靴の材料の商社を経営し

ている．社会人として働く傍ら大学院で学ぶ機会を得たのは，靴市場の将来に向けて研

究開発の基礎を学ぶためであり，本研究の目的は，中小企業における消費財研究開発の

評価方法の提案である．筆者自身の靴高機能化の開発プロジェクト経験をもとに、中小

企業が産学連携により多産多死の研究開発事例を分析し、一般化可能な知見を収集する

とともに、そうしたプロジェクトを効率的に行うための評価手法を開発する． 

日本国内の靴産業は 1 兆 3,900 億円程度の市場規模 [1]を持つ巨大市場である．生活

必需品であるがゆえに市場規模は人口推移によって変動し，国内では市場規模の大きな

伸びは期待できない成熟産業である．現存する最古の靴は 2008 年にアルメニアの洞窟

で発見された紀元前 3500 年ごろの革の紐靴とされているが，靴そのものの機能はこの

ころから人間の足の保護という点では変わっておらず，靴における差別化は長らく，デ

ザイン性と素材による履き心地等の改善の２つしかなかった．近代ではスポーツシュー

ズや整形靴を中心に身体機能を高めるための靴や，糖尿病患者向けの靴等を代表に失わ

れた足の機能を補って歩行を可能にするための靴，といったような医療，身体機能増進

等の機能も現れてきた．足の保護機能の進化した形態ともいるが，現在でも一般的な靴

の機能とはなっていない．日本の靴産業は，デザイン性や素材の点では欧州のメーカー

に大きく後れを取っている．加工を中心とする靴職人は数も多く，品質としては高い評

価を受けているが，大量生産においてはこうした利点は失われ，デザイン性，素材によ

る快適性，価格などの日本企業の不得意な分野での勝負を強いられる．こうしたことか

ら，時計業界や一眼レフカメラの例に見るように，技術を中心とした高機能化，高付加

価値化の路線に舵を切るべきである．  

しかしながら、靴業界は電機や自動車業界のようなメーカー主導の産業構造をとって

おらず、大手メーカーでも売上高数百億円程度の中規模企業である．筆者の所属する企

業を含めて，靴以外の製品開発に知見やノウハウもなく、研究開発を伴う新たな商品開

発についての経験を有さない．筆者は、博士課程の期間において複数の研究開発プロジ

ェクトに従事することで、開発品を世に出していく、製品化のための実用化研究開発手



法の知識獲得を行った．第二章で詳細に述べるが，靴の高付加価値化という観点で筆者

が取り組もうとしたのは IoT に代表されるような電子機器の搭載、スマートシューズ開

発である． 

スマートシューズの取り組みは科学技術振興機構が展開する平成 28 年度の研究成果

展開事業 研究成果最適展開支援プログラムの IoT，ウェアラブル・デバイスのための

環境発電の実現化技術の創成のひとつとして，環境発電技術であるジャイロ効果を利用

したウェアラブル発電システムの開発事業が採択された．この事業では発電システムの

一アプリケーションとして靴への電子機器の搭載の研究が行われた．この成果は東京都

産業技術研究センターによる支援を受けて、公募型共同研究にて、IoT 用発電靴本底商

品化開発事業内で更なる追加開発が行われた．筆者はこれらの研究開発プロジェクトに

開発あるいは事業主体として参画した．本論文ではまずこの成果について述べる．なお、

本事業の成果のひとつである足元安全用の LED 安全靴は、2019 年 10 月 15 日～18 日

の期間で CEATEC JAPAN 2019 にて展示された． 

  



1.2 中小企業の研究開発 

上記のようなプロジェクトを推進するにあたり、中小企業であることによるリソース

不足や複数社連携、産学連携における困難など多くの障壁に直面した．一般的に技術を

基にしたイノベーションを実現するために，研究開発から事業化までのプロセスにおい

て乗り越えなければならない 3 つの障壁が指摘されている．魔の川，死の谷，ダーウィ

ンの海である [2]．本節では，中小企業の研究開発の課題と解決策をこれら３つの障壁

に当てはめて整理する． 

 

1.2.1 研究開発における３つの障壁 

魔の川は，研究と実用化開発の間に存在する障壁である．研究成果である技術シーズ

を市場ニーズに結び付け，具体的なターゲット製品を構想する際に生じる壁である．規

模のある市場ニーズと，それを満たす技術シーズを結びつけることができれば，シーズ

志向であっても，ニーズ志向であっても実用化開発の段階に進むことができる．技術レ

ベルは高くなくてもよく，また採算は考慮しなくてよい． 

死の谷は，実用化開発の段階と事業化段階の間に存在する障壁である．実用化開発で

はプロトタイプの製作までを行う．事業化では商品を製造・販売する．これは自己資金

では足りず，資金や人材などの経営資源を外から調達する必要がある．技術の完成度，

優位性，採算性で出資者を納得させる必要がある．マーケティングを繰り返し，事業化

に値するという根拠を得る作業が必要であり，これは自己の資源のみで達成しなければ

ならない． 

ダーウィンの海は事業化と事業安定化との間に存在する障壁である．事業を成功させ

るためには，製品あるいは企業としての競争優位性を構築し，他の代替アイテムとの生

き残り競争に勝つことが必要とされる． 

次に，中小企業が３つの障壁にどのように対処しているかを述べる．新規の技術開発

は，ベンチャー企業では当然であるが，既存の中小企業の場合にも，収益に直結する [3]．

しかし中小企業は開発力や資金力が弱いため，３つの障壁は大企業以上に高い．そこで，

壁を乗り越える公的な仕組みが用意されている．  

魔の川である技術シーズと市場ニーズとのマッチングに関しては産学連携や企業連

携に科学技術振興機構や国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構



（NEDO）からの補助金がある． 

死の谷にも同様の制度があり，ロボットスーツ HAL などは 2004 年に NEDO の次世

代ロボット実用化プロジェクトに採択されて以来開発が続き，2010 年に販売が開始さ

れた事例である [4]． 

ダーウィンの海については，特にロボットや IoT など先進的な取り組みに関して，導

入補助金が存在し，購入する側の動機付けの仕組みや，コンサルティングファームなど

がベンチャーサポートを実施するなどの取組がある．ミドリムシの培養で有名となった

株式会社ユーグレナは伊藤忠商事の後援を得て，事業の拡大に成功した例である． 

 

1.2.2 補助金事業の成功確率 

筆者は社会人学生として本学に入学し，修士課程の段階から実用化開発プロジェクト

に携わり，うち一つはベンチャーを立ち上げるに至り，現在は自身が経営に参画する靴

関連企業の傍らで，ロボットのベンチャーにも役員として参画し技術開発と経営の両方

の立場を任されるに至っている．これらは，複数の省庁からの補助金を原資とした．し

かしながら，関わった開発プロジェクトが全て結実するわけではなく，一般的にも補助

金事業の成功率は高くない．  

 平成 26 年度の NEDO 研究開発プロジェクトに係る追跡調査・評価についての成果

報告書 [5]内では，平成 20 年度に終了した NEDO のプロジェクトのうち，5 年経過時

点で上市したものは全体 53 プロジェクトのうち 18.6％の 10 件であり，8 の製品化途

上を含めても 34%にとどまっている．NEDO 第 3 期中期目標では，「ナショナルプロ

ジェクトについては，（中略）事業終了後，5 年経過後の時点での実用化達成率を 25％

以上とする」という目標値が掲げられているため，これに届いていない． 

 「NEDO プロジェクト成果の社会実装促進方策に関する情報収集」プロジェクトの

平成 26 年度成果報告書では，100 社についてアンケートを実施し 34%が上市を達成し

たとしている．しかしながら，同報告書の中で，中止，中断に至ったプロジェクトの原

因が技術的な困難性であったものは 68 件中 23 件の 33%程度でしかない [6]．実用化

開発プロジェクトの上市に至らない理由が技術的困難性以外に存在することは明らか

である．報告書の中ではコストの課題やニーズの不一致，市場変化の見込み違いなどが

上げられているが，これらはすべて顧客ニーズの把握不足である．ロボットの導入など

ではニーズの確認のためにユーザーテストが実施され，商品化判断を実施する．このよ



うなユーザーテストがプロジェクト内で実施されていれば，その段階で商品化の適否が

判明するが，これらの中断・中止プロジェクトではそうした実証が行われていない． 

 

1.2.3 中小企業の研究開発の失敗要因 

補助金制度だけでは研究開発が成功しない理由を列挙する． 

１．中小企業の開発対象の変化 

 従来のイノベーションでは，大企業による生産財の開発が主流であったが，近年は

中小企業による消費財の開発が増えてきた．筆者が従事する靴業界においても，従来は

もっぱら製造企業の要求に合致する素材の提供を行ってきたが，今はユーザーが求める

新たな機能の創出が必要となっている．中小企業は特定分野の技術は大企業に劣らない

が，企画（何を作るか）と販売（どのように売るか）が弱い [7]．このため従来は，仕

様と販路が明確な生産財の開発が主流であった．リスクの少ない少産少死であった．し

かし近年，生産財の生産は海外移転した．また市場の変化が急速になったため，大企業

でも消費財の新製品が不足し，取引先の中小企業に企画を依頼するようになってきた．

中小企業は社長と現場が近いため，柔軟性が高く，意思決定が早く，多種多様なモノづ

くりが得意なためである．消費財の特徴は多産多死にある．例えばカップ麺は年 600 種

類が市場に出ている．このように従来と異なるビジネスモデルにおける成否判断は，人

的リソースが少ない中小企業には難しい． 

２．目標とプロセスの全体像の把握 

下田ら [6]は、研究開発マネジメントの課題を大きく２つに分類している．第一の課

題は創造性と効率性の両立である．創造性とは製品企画やニーズ仮説の設定であり、効

率性はプロジェクトの運営をいかに効率的にできるかである．目標が高いほど運営が難

しくなるため両立は難しい．第二の課題は不確実性への対処であり、ニーズの変化とそ

れに伴う仕様の変化、競合の出現などである．これら２つの問題への対処は，目標とプ

ロセスの妥当性の把握に掛かっている． 

落合ら [7]は，我が国のモノづくりでは，納期を守るために製品の機能を落とすこと

が頻繁に起こり，これが，改良型の技術開発における競争力低下の原因としている．初

期段階では従来技術の延長で順調に開発が進むが，スケジュールが押し詰まった段階で、

難易度が高い開発課題が残っていることに気づき，納期を優先して性能を落とすとして



いる．補助金による共同開発では，押し詰まってからの技術的欠陥の露呈は常態化して

いると考えられる．実施者，評価者ともに責任感が不十分なため，困難な問題が先送り

されるからである．この問題への対処は，技術の全体像を早期に可視化することに掛か

っている． 

 中小企業での研究開発は，従来は死の谷からのスタートであり，確立した技術をも

とにした商品開発が多かった．しかし，次に述べるように産学官連携に中小企業も参入

できるようになり，魔の川を超える段階の萌芽技術を利用したプロジェクトも増加して

いる．魔の川では，未知の技術に対して，目標とプロセスの妥当性を判断する必要があ

るが，リソースが少ない中小企業には難しい． 

３．共同開発 

中小企業が新たな分野に乗り出すためには，研究，開発，市場調査，量産，販売のあ

らゆるフェーズで他機関と連携し，それらの得意なリソースを柔軟に組合せることが必

要である．中小企業白書では，中小企業の研究開発による商品化について，ニーズ調査

に金融機関を利用しているケースでの成功率が高いとしている [3]．中小企業の強みは

柔軟性であり，要望に応じて保有技術であればいかなるサービスも機動的に提供できる．

しかしながら，市場ニーズの把握や資金，人材確保に困難がある．金融機関は製造業の

弱みを補強している． 

また中小企業の新市場開拓では，外部の研究成果の利用が成功の要因になることも指

摘されている [8]．大学や公的研究機関は，中小企業支援の体制をとっており，連携の

開始は容易である．しかし開発を成功させるには，中小企業は研究と開発の立場の違い

を知り，研究機関と研究成果を選別しなければならない．研究成果の選別とは，不要技

術と追加技術を選別することである．これには，革新的だがユーザーは必要としない技

術，想定ユーザーが異なるために抜けている必要技術，ユーザーの意外な要望などを見

逃さないノウハウが必要である．研究機関の選別では，共同研究後の振り返りが重要で

ある．失敗した場合，悪いのは相手か自分か，技術か体制か外部要因か，などの分析で

ある．  

大学と中小企業の典型的な産学連携を見てみる．産学連携は，大学が研究成果を用い

たプロトタイプを企画する段階で始まる．最初の作業は魔の川を渡ることである．具体

的には研究試作であり，大学が基本設計を行い，中小企業が詳細設計と製作を行う．ほ

とんどの場合，財源は公的な補助金による．企業は保有技術を使うのみで新技術開発は

行わない．ただし特注品であるので，社長や幹部技術者は多くの時間を掛け，残業で処



理する．プロトタイプが完成すると，主役が大学から企業に移る．企業が商品化開発の

判断を行えば魔の川の克服である．開発開始の判断は，技術の完成度が最大の要素であ

るが，企業の規模，事業領域，経営方針にも依存する．このため，研究試作とは別の企

業が開発を行うこともある．魔の川の克服後は，開発フェーズとなり，企業が大部分の

責任を負う．企業は市場調査を行ってユーザーを絞りこみ，仕様を固め，必要なら新技

術を追加する．財源はマッチングファンド方式の補助金である．中小企業向けの公的補

助金事業が多数用意されており，必ずしも技術レベルが高くなくても，新商品であれば

助成を受けられる．商品のプロトタイプが完成し，販売量，コスト，販路，量産方法な

どを検討し，上市の判断を行う．上市判断が下れば死の谷の克服である．以後は企業単

独での商品の製造販売となる． 

ここで問題となるのは，魔の川での判断である．研究試作の補助金の申請，成果報告，

マスコミ報道では，成果が過大に宣伝され，商品化の見込みがたったと誤解されること

が多い．研究開発経験が少ない中小企業の場合，「大学や国やマスコミが良いと言って

いるのだから商品になるだろう」と誤解してしまうことがある．産学連携に不慣れな中

小企業は，大学等を過大評価し，魔の川と死の谷を混同することが多い．前段の研究試

作の補助金がとれたことに気をよくして，商品性ではなく補助金獲得の成否で魔の川を

渡ってしまうことがある．中小企業に対しては，経営や雇用支援の観点から補助金が出

ることもあり，商品性が低くても補助金がとれてしまうことがある．この結果，勝算の

無い開発が行われ，商品化判断を行う死の谷で敗退する．従来，中小企業では，大企業

ほどには死の谷は深くなかった．現場と社長が近いため，技術判断と経営判断が一致す

るためである．一方産学連携などの共同開発では，自社だけでなく，他者の技術に対す

る見極めが必要となる．補助金による開発では，最終責任者が不明確な多頭体制のこと

が多く，お互いの技術の理解が不十分なままでプロジェクトが進行する．上市の段階で

は販管費などの企業支出が発生するので，そこで初めて各社が技術を検証する．本来魔

の川で確認すべき技術検証が，共同開発では死の谷に持ち越される． 

４．補助金の審査基準 

研究試作では，魔の谷の突破のために，補助金が受けやすい仕様が設定される．研究

補助金では技術の独創性が最大の評価基準のため，なるべく多くの新技術が試作計画に

入れられる．一方，商品化にあたっては，仕様がニーズを満たせば技術は既存技術の方

がよい．このため，魔の川の突破のために計画された革新技術の大部分は，死の谷に近

づくにつれて従来技術に置き換えられる．置き換えのために新たなすり合わせが生じ，



多くの改良技術が必要となる．中小企業の技術開発は社長と一部幹部技術者が本業の傍

らで行うため，改良技術に時間を取られることは，本業を失速させる．魔の川と死の谷

で一貫した開発計画があれば，一度作った技術を捨てることはない．しかし計画策定の

主役は，魔の川では大学等の研究者，死の谷では企業に変わる．経験の少ない中小企業

にとっては，想定外の計画変更であり，先の無い開発に人員を浪費し，死の谷で撤退す

る． 

 さらに補助金は，顧客開拓においても負の作用を及ぼす，魔の川での補助金は，ニー

ズについては，研究者が考えた仮の顧客で合格する．一方死の谷の突破には実顧客が必

要である．企業にとっては，顧客に実態が無かったことは想定外である．知名度と従業

員が少ない中小企業では，新市場での顧客開拓は困難を極める．社長と最優秀の営業担

当者に想定外の負担がかかる． 

 

1.2.4従来の研究開発マネジメントの研究 

以上の問題を解決するには，魔の川から死の谷に至る開発期間全体を通じて，技術や

市場の検証を行うことが必要である．そのためのマネジメント手法が必要である．従来

の技術マネジメント手法は定型的な技術管理（スケジュール管理や QC 活動など）を対

象としていた．新たな技術開発を対象とするものもあるが，成功を前提とする大規模プ

ロジェクト（ソフトウェア開発など）を対象としていた．リスクの高い研究段階のマネ

ジメント手法は暗黙知とされ，定型的な手法はなく，研究例も少ない．その中で，内平 

[11]は大手電機メーカーにおける研究開発事例を詳細に分析している．プロジェクトの

節目で開発担当者が振り返り（フェイズレビュー，PHR）を行い，出された意見を短文

で残す方法が一般的としている．またマネジメントノウハウの継承方法として，プロジ

ェクト終了後に，開発担当者に本社の企画担当者を交えたメンバーで振り返り（ポスト

プロジェクトレビュー，PPR)を行い，PHR も考慮して，プロジェクト関係者以外にも

理解できる形で，物語形式でプロジェクトの反省点をまとめるのが良いとしている．こ

れらでは，PHR,PPR の情報をすべて読むか，あるいはファシリテータと呼ぶ専門の分

析者が主観で PPR を選び，開発担当者に提示する方法をとっている．この手法は，プ

ロジェクトの進捗を俯瞰するのに有効と考えられる． 

また近年，新技術の社会受容性を検証する社会実験も多く行われている．過去には，

道路管理や環境保全など，行政に関わる課題の検証が中心であったが，最近は IoT シス

テム，サービスロボット，自動運転などの利用実験が盛んである．その結果，ユーザー



テストを適切に実施することで，上市の確率をあげられる [12]．技術の完成度と顧客ニ

ーズを知る有力な手法はユーザーテストである．第３者が技術を使うことで，現場での

使用に耐える完成度にあるかが分かる．また顧客にとって，市場にない新規の製品を見

るのは興味があり，面白いことであるので，好意的に受け取られ，意外な意見も得られ

る．また生産財では顧客がニーズを理解していることが多いが，消費財は逆である．一

般消費者は目の前に製品を置かれないと，その必要性を認識しないことが多い．周りが

使いだすと欲しくなる場合も多い．如何にしてトラブルなくユーザーテストを実施する

かは，死の谷を越える有用なノウハウである． 

 その他のプロジェクト管理手法については，第３章で詳しく述べるが，中小企業が行

う産学連携や多産多死の研究開発手法は体系化されていない． 

  



1.3 本論文の概要 

本論文は以下のように構成される．本論文は７章からなり，第１章は序論，第２章は

スマート安全靴の開発とその過程で生じた技術・運営・市場の課題の整理，第３章は一

般のプロジェクトにおけるこれら課題の整理とその記録による事業成否評価法の提案，

第４章は自身が参画した 10 件の研究開発プロジェクトの解説と事業成否分析，第５章

はこれらプロジェクトによる提案手法の検証，第６章は提案手法を応用した提言データ

ベース，第７章は結論を述べている． 

本研究の目標は，中小企業における消費財研究開発の方法論の提案である．特に従来

研究例のない，魔の川から死の谷に関わる分野を扱う．具体的には，実用化開発におい

て，シーズとニーズが結びついた状態で製品化を目指す実用化プロジェクトが開始され

てから，プロトタイプが完成し，次の段階として製品化するための経営資源を割り当て

る，あるいは獲得する根拠となるニーズとの適合性について実証がされる段階までを取

り扱う．前節で述べたスマート安全靴開発プロジェクトはまさにこの死の谷に掛かろう

としている段階である．  

本研究は中小企業を直接の事例研究対象とするが，ニッチ市場向けの商品開発など，

小規模な萌芽技術開発一般に適用可能な手法である．これら小規模開発は，開発過程が

論理的にまとめられることが少なく，本研究は 10 の事例について筆者自身が時には参

加しながらデータを収集しまとめた．前半の開発と後半のプロジェクトマネジメントの

研究を中小企業の実情に合った形で一気通貫して行った．典型的な中小企業の産学連携

の形である、企業側の技術・営業・管理すべてを経営者自身で行い、実情に沿った課題

が抽出した．その流れを，ニーズ調査、仕様決定、実現手段選択、開発結果の一連の流

れ、すなわち魔の川を渡る過程を論理的にまとめることが出来た．それによってフェー

ズの区分が明確になった．補助金の最終報告は製品性能だけ示せばよく，論文ほどの論

理的な流れをもたない．中小企業の開発は，大部分が，作りっぱなしであり，開発過程

を論理的にまとめたものは少なく，本論文の意義がある． 

  



第２章 スマート安全靴プロジェクト 

本章においては、筆者自身が事業責任者として実施したスマート安全靴、特に LED

安全靴の開発プロジェクトについて述べる．前章の背景に基づき，中小企業の研究開発

プロジェクトのモデルケースとして示す． 

 

 

2.1 スマート安全靴プロジェクトの概要 

スマート安全靴の開発に関する試行は，2014 年に介護シューズの中に GPS 追跡装置

を入れることで認知症患者の徘徊対策になるというアプリケーションから開始した．

2014 年 4 月 24 日に名古屋高等裁判所で認知症患者 (91 歳・当時)が JR 東海の線路に

入り込み，快速列車にはねられた事故において，責任は介護をしていた妻の B (85 歳・

同)にあるとした判決を下した．この影響で大手警備会社などが販売する徘徊対策の

GPS 追跡装置が大きく取り上げられ，次いで介護靴のメーカー等が靴へ装着できる

GPS 端末を販売した．しかし，同社の端末は手に持たせるタイプのもので，認知症患者

が必ずしも持って出るとは限らないことや，靴に装着するタイプの端末は専用の靴でな

ければならず，認知症患者に靴を変更させることが困難なこと等からその対策には限界

があった． 

そのため，筆者らは大手携帯通信事業会社の協力を得て同社の小型 GPS 端末を利用

して，どのような靴の中にでも端末を入れられるようにする方式の検討を行い，すべて

の靴に共通する靴底パーツに着目をした．靴底パーツは革靴やスニーカー，女性靴など

で形状に多少の差異はあるものの，全ての靴に存在する．その他のパーツに比べて体積

も大きいため，機器を組み込みやすい．また，全国に存在する靴の修理屋で靴の底を換

える作業を実施しており，一般消費者でもこのサービスを利用すれば現在履いている靴

に端末を組込むことが可能となる．しかし，電池交換を行うことが不可能なため，非接

触充電などの技術を利用する必要があり，電源の問題が解決しなかったため断念した． 

靴への電子機器の搭載の観点で，靴が置かれる環境の過酷さと，それに伴う密閉の必

要が技術的な困難性であると判明した．靴は人間の足の下に存在し，60kg の人間が歩

行時した際は加速度も含めて最大で 900N 程度の力がかかる．その場ジャンプの着地の

際の入力は体重の 3 倍～4 倍の 2000N 程度である．こうした大きな力の入力がある上



に，歩行による微小な振動を常に受けている．環境面でも水・油といった液体に常に晒

されており，真夏には 60℃を超える表面温度をとなった道路を歩行する． 

靴にはこうした環境や衝撃から足を保護する役目があり，電子機器を搭載する際には

こうした環境条件を考慮する必要がある．さらに，水と油に常に晒されていることから

電子機器は完全に密閉された状態でなければならない．突起や凹凸は引っ掛ける可能性

があるために靴には付けられず，スイッチ等のヒューマンインターフェースも設置が困

難な上、操作のたびにいちいち屈まなければならないことから実用的ではない． 

こうした条件から，靴への電子機器の搭載においては，電源及び操作方式が最大の課

題となる．現在商品化されている電子機器の搭載された靴は子供向けの LED シューズ

などが上げられるが，振動によって起動し，電池寿命はせいぜい数週間で使い捨てであ

る．子供靴の場合にはそもそも子供の成長に合わせて靴も変更されるために寿命が多少

短くても問題はない上，LED 自体に大きな機能がなく，故障してもそれほど問題とな

らない装飾的な機能であることから商品として成立するが，ビジネスユースの靴では電

池寿命を延ばすことは最低限の条件である． 

電池交換が不能な靴の電源については，電池寿命を靴の製品寿命より長くするか，自

己発電するか，非接触充電を行うかといった解決策が考えられる．この中で，非接触充

電に関してはバッテリーが必要であるが，リチウムイオン電池は制御が複雑であり，安

全機構に不具合が生じれば発火する可能性がある．身に着ける機器の電源としてこうし

た危険物を採用するのはリスクマネジメントの観点から困難である．電池寿命を長くす

ることは電源の On/Off の切り替えの制御であり，必要な時だけ起動することで消費電

力を最小化することで達成可能である．あるいは本研究室がテーマとする環境発電で自

己発電をすることでもこの課題は解決できる． 

科学技術振興機構が展開する平成 28 年度の研究成果展開事業 研究成果最適展開支

援プログラムの IoT，ウェアラブル・デバイスのための環境発電の実現化技術の創成の

ひとつとして，環境発電技術であるジャイロ効果を利用したウェアラブル発電システム

の開発事業が採択された． 

この事業で当初想定されていたアプリケーションは以下のようなものである．発電シ

ューズをスマートフォン，イヤホンとともに用いる．歩行時の足の動きに合わせて，音

楽が選ばれる．腿を高く上げるほど負荷が大きく，健康増進によい．これは踵の鉛直方

向加速度で決まるので，加速度が小さくなったら，アップテンポの音楽を流し，強い動

きを促す．踵は靴の標準規格に合致するので，街中の靴修理店で任意の靴に装着可能．



音楽は，クラウドからダウンロードする．計測した加速度データをクラウドに蓄積し，

活動量の履歴として，さらなる運動を促す． 

事業の中で筆者はマーケティング担当として参加をしていたが，上記のアプリケーシ

ョンには限界があり，靴業界の多数の人間と意見交換をする中で安全靴というテーマを

発見した．安全靴は，人間の足を保護するという機能を一般的な靴よりも高めたもので

あり，付加機能として静電防止靴や，消防士向けの炎の中でも機能を失わない靴など独

自の機能を備えて進化してきた．これらはすべて足元安全に関する機能である． 

靴の電子化について，最初に見出した用途は，電設業者用の照明靴であった．電設工

事は，建物の外装の完了後，照明配線が完成するまで作業がある．自然光も人工光もな

い暗い環境で，作業途中の障害物も多い．具体的には，建物の入り口から仮設照明のス

イッチまで移動する間の足元を明るくしたいという要望であった．この用途の市場は小

さいが，暗所での工事や危険作業に電源内蔵靴のニーズがあることが判明した．子供靴，

ビジネスシューズ，スポーツシューズに比べ，安全ためにコストを掛けられ，付加重量

に対する制限が小さく，また，無線送信に比べ受信機などの周辺機器が不要で現場向き

などの利点がある．これらで使用される靴は安全靴であり，消費電力の少ないライトは

LED であるので，LED 安全靴に目標を絞った．LED には２つの用途があり，光度が高

く装着者が周囲を視認するための照明用と，光度が低く周囲の人が装着者の位置を視認

するための自己位置発信である．両用途の市場を調査した． 

 まずは安全靴のメーカーの協力も得るために，第一試作を実施し，車載用の防水

LED テープをつま先に装着し，靴底内に 12V 電池を格納した LED 安全靴を製作し

た．図 2.1-1 はその試作品である．これは光度が高く，照明用と自己位置発信の両者

で使用可能である． 



 

図 2.1-1 第一試作の安全靴 

 

この試作品をもとに青木安全靴社やシモン社など国内有数の安全靴メーカーに協力

を依頼し，その開発協力の合意を取り付けた． 

同時にこの試作品を発表したことで，自身の保有する発電技術と組み合わせての商品

化を狙う Panasonic 株式会社も開発に参画を表明した．Panasonic 社はもともと上述

の科学技術振興機構の共同研究の枠組みの中で，大手スポーツメーカー，神戸大学と連

携して同様の靴の電子化事業を手掛けていたが，スポーツ業界よりも安全靴の業界の方

が展開が早いことや、靴業界における浸透力、BtoB における顧客との距離等で，筆者

等と共同での事業化を目指すこととなった． 

発電機については当初の想定であったジャイロ型振動発電機は内部で高速回転する

ローターを保有する精密機器であるために靴への組み込みが困難であった．そこで，圧

電素子でリンク機構を構築する発電機が考案された．この開発は，上述の科学技術振興

機構の共同研究の枠組みの中では実施できなかったため，その他の手段で開発資金を確

保する必要があった．東京都産業技術研究センターが展開する平成 29年度公募型共同研

究の，中小企業の IoT化支援事業のひとつとして筆者の企業が採択をされ，実施された． 

発電機技術は将来性も含めれば，靴への電子機器の搭載について非常に有効な電源とな

り得るが，安定化や量産化等の課題までを考慮すると製品化までは非常に長い期間を要する



開発となる．LED 安全靴に対する市場調査を行うために電池併用型の開発も並行した．

この型は発電した電力で LED を起動する発電型とは異なり、歩いている最中のみ発電

させる特長を利用して，発電機を歩行認識センサとして利用して電源スイッチとして使

用し、スイッチが露出するという外部スイッチの第一試作の欠点を克服する型である．

以下、三つの比較を表にまとめる． 

表 2.1-1 

 
外部スイッチ 

（第一試作） 
電池併用発電型 発電型 

製作の難易度 〇 △ × 

照明用としての電力 〇 × △ 

認識用としての電力 〇 △ 〇 

電池寿命 × △ ◎ 

耐環境性 × 〇 〇 

コスト 〇 △ × 

 

外部スイッチ型は試作が非常に容易であるが、屋外での使用は不可であり、実験にも

使用できないコンセプトモデルであった．発電機を組み込むことによって、課題は解決

できるが、アプリケーションは発電性能に大きく左右され、開発の時間軸が読みづらく、

コストも大きくなることが予想された．最低限の発電ができれば良い電池併用発電型は

従来の靴発電手法で十分実現可能なため、試作も短く、コストも把握できており、市場

調査はこのタイプのもので行うこととした．ただし、電池併用発電型は LED のアプリ

ケーションの場合には数か月しか電池寿命がもたない．調査の中で，製品寿命が短くて

もよいアプリケーションであれば電池併用発電型へのニーズがあるとし，製品寿命が一

般的な安全靴と同等であれば，発電型へのニーズがあると判断することとした． 

 

  



2.2  LED 安全靴の開発背景 

防災安全の分野でも，GPS,ジャイロ，加速度計，ビーコンを用いた位置測定の安全靴

への導入などの技術開発が行われている．作業員の位置把握による工程管理、安全管理

を目的としている．平成 30 年度の労働災害の休業 4 日以上の死傷災害の原因としては、

転倒が 3 万人超と全体の 25%に上っており、対策が求められている．具体的には、保線

作業では集団で移動する際に作業員同士の衝突事故が起きるなどの事象が発生してい

る。しかし安全靴では，電子機器を外付けすると靴が周囲に引っかかったり，強度や防

水性が低下したり，足の保護機能が低下するため，外見を変えずに完全密封する必要が

ある．スイッチのような突起物や，電池交換のための開口部を設けることが困難である．

この解決のため，振動スイッチ内蔵する靴が商品化されているが，電池交換が不可で，

電池寿命が商品寿命を決定し，寿命は極端に短い．このため，環境発電技術の適用が有

望である． 

靴を対象とする環境発電は，以下の研究がある [13]． 摩擦発電を利用した例では、

谷らが表面に nm 単位の凹凸を付けた材料で摩擦を起こして発電する中敷きを靴に入

れた事例がある．軽量で簡便な機構ではあるもの発電量が 0.6mW と小さく耐久性につ

いては言及されていない．Moro らはカンチレバーの振動によって 0.4mW の出力を得

た．人間の体重を直接的に受けず，振動によって発電する点で耐久性に優れるが，出力

が小さく，明確なヒールストライク，すなわち着地時のかかとの衝撃力がなければ発電

しない．Jeong らはカンチレバーの曲げによる発電と電池の併用で LED を点灯するこ

とに成功したが，発電のみの LED 点灯には至っていないうえ、かかと部の部品が垂直

方向に 4mm も変位する．Rocha らは、靴に組み込むことを前提とした発電機の研究を

行っていたが、発電量 50mJ/h とこれも小さい．鳥海らによる底内のタンクを踏むこと

でタンク内の流体が移動する力でタービンを回して発電する手法で 0.8mWの電力を生

み出すことに成功しているが、構造が複雑でタンクを靴の外に備える必要があり、靴内

への組み込みは実現できず、外装に余計な突起物や無駄な重量が許容されない安全靴へ

の組み込みは不可能である．Shenck らはダイモルフ型と呼称する、ユニモルフ型の圧

電素子を背合わせに 2 つアーチ構造で固定した発電機で、8.4mW の発電量を実現して

いる．アーチは高さが 6.02mm と大きく、変位量を稼ぐことで大きな発電力を得てい

る一方で、靴底の変形が大きいため、歩行に支障が出る。アーチ形状の圧電素子を平ら

にする変形は、中心鉛直方向以外に力がかかった時に応力集中によって、構造が破壊さ

れる可能性もある． 



また、平均 44.4V の電圧に対して電流は 0.88mA と小さくインピーダンスが高い．

内部抵抗について明記されていないが計測に 500kΩの抵抗を用いていることから推定

して数百 kΩと、内部抵抗が大きすぎて損失が大きい。実効的に使用可能な電力は

1.8mW 程度であることが論文中で述べられている． 

本研究では、安全靴においてニーズの大きい，足元安全への対策として，自己位置発

信等を目的とした LED を内蔵し，それを環境発電により動作させる LED 安全靴を開

発した． 

  



2.3 発電機の設計 

まず、暗所において、LED で足元安全を確保するために、光量に関する検討を行っ

た。なお、本研究では 5mm の砲弾型で 3.3V 駆動で定格 30mA 時に 10cd の LED を使

用した。暗闇の中での複数作業者が動き回っていると、ヘッドランプが前を向いている

ため、お互いの位置が特に背後からはわかりにくいため、衝突事故が起こるため、自己

位置発信という用途が存在する。5m 範囲をみるための誘導灯として 500mcd の LED

が使用されている。上記の LED であれば、1mW の出力があれば十分である． 

寸法形状に関しては 75mm 角で 24mm の高さに収まれば、婦人靴の最小サイズにも

対応可能である．さらに、歩行快適性の観点では、モジュール全体の縦方向の変位が

1mm 以下であれば、靴底の変位との比較でも問題にならない．図 2.3-1 にコンセプト

モデルを示す。 

発電機には圧電素子をリンクとするパラレルリンク機構を応用する．図 2.3-1 に示す

ように 3 次元トラス構造で、6 本のリンク棒が上下のプレート支えることで，任意方向

の力が全てリンク棒へ分配される機構である．構造がシンプルで、靴底の変位は 100μ

m 程度で微小，圧電素子に圧縮力のみがかかり，横方向からの入力も得られる． 

アーチ構造を用いた Shenck らの発電機と類似の倍力機構であるが、パラレルリンク

は１つの素子の弾性変形ではなく、多数の素子からなるトラス構造のためいかなる方向

の荷重に対しても素子には単純圧縮力がかかる．圧電材料は圧縮強度が高く引張とせん

断の強度が低いため，単純圧縮は強度上有利である．また多数の素子が並列に配置され

るため，靴底の同一変位に対して大きな発電量を得られる．本研究では既製品の積層圧

電素子を試作に使用しているため、品質と供給面で安定性がある． 



 

図 2.3-1 トラス機構を構成するパラレルリンク機構 

 

本発電機はパラレルリンク機構を用いて多自由度の入力を効率的に圧電素子へと伝

える点が特長であるため，リンクを回転自由に支持するヒンジ機構が必要である．従来

研究では弾性ヒンジが使用されているが、本研究では，リンクに圧縮力のみ加わること

とヒンジの回転が小さいことに着目し，より小型で耐久性のある図 2.3-2 に示されるよ

うな傾斜面への穴あけとリンク棒たる積層圧電素子への半球部品の貼り付けとで，この

ヒンジ機構を実現する． 

 

図 2.3-2 ヒンジ機構 



次に図 2.3-1 で表したような本発電機のパラレルリンク機構のステージに力を掛けた

時に、圧電素子にどのような力が加わるかを一般式化する．ただし、簡素化のため、力

の入力は鉛直方向のみとする．  

使用する圧電素子のヤング率は 4.4×1010N/m2 であり，上のプレートの中央に鉛直に

100kg の力が加わった場合では、軸方向に 19μm しか変位しないため，微小変形を仮

定する． 

 

図 2.3-3 リンク機構の機械的モデル 

 

計算の前提となるモデルを図 2.3-3 に示す．本発電機ではリンク①～⑥がFig.7のNo. 

1～No.6 の 6 本の圧電素子に該当する．  

リンク i の軸力を fi とする．平面図上で，リンク端と中心を頂点とする三角形の頂角

の半分を A，B=60-A，C=60+A とおく．リンク棒の長さとして圧電素子とヒンジ用半

球の長さを b とする． 

圧電素子とステージ面がなす角を D と定める． 

この時、点(x7,y7)に鉛直方向から入力された大きさ f7 の力と f1～f6 の関係は(1)式とな

る。 



[
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   ……(1) 

本式は、次節の試作機のヒンジ機構が回転自由にリンク棒たる積層圧電素子を支えて

いるか、確認するために使用する． 

発電機の発電量の見積もりのために、使用した圧電素子の特性を調査した．使用した

積層圧電素子は NEC TOKIN AE0505D16F [14]である．特性のカタログ値は以下であ

る． 

表 2.3-1 積層圧電素子のカタログ値 

特性 値 

剛性 48.9N/μm 

共振周波数 69kHz 

両端自由での静電容量 1.4μF 

絶縁抵抗 10MΩ 

両端固定 150V での発生力 850N 

両端自由 150V での発生変位 17.4μm 

 

以上の値から，力と発生電圧の関係を求める．まず倍力機構の共振周波数を求める．

上記の共振周波数は，両端自由な棒の縦振動の値である．本発電機では，倍力機構によ

り，上下方向の力を拡大して圧電素子に加えており，さらに素子の下端は変位しない．

このため，圧電素子の仰角を D とすると，上下方向の剛性は軸方向の D2倍となり，さ

らに片端固定の効果により固有振動数が 1/2 となる．この結果，倍力機構における素子

の固有振動数は上記の D/2 倍となる．本研究の発電機では，後に述べるように

D=10.5deg=0.18rad であり，固有振動数は ωn= 6.3kHz となる． 

次に，発電機に加わる外力の周波数 ω を求める．歩行時の靴に加わる力は時間ととも

に変化し，踵が地面に接するときに衝撃力が靴底に加わる．長距離走ではヒールストラ

イクと呼ばれる．これが最も高い周波数成分をもつ．後に述べるように，実測値で

ω=50Hz 程度である．これを外力の周波数とする． 

これらにより，機械特性について，慣性力，粘性減衰力，ばね力の比を求める．慣性

力とばね力の比は，ω2/ωn2であり，6.3e-5 である．減衰比を ζ とすると粘性減衰力とば



ね力の比は 2ζω/ωn である．積層圧電素子の一般的な減衰比は ζ=0.01 程度であるので，

2ζω/ωn =1.6e-4 の程度である．したがって，機械特性については，ばね力のみ考慮すれ

ばよい．このとき，圧電素子の等価回路は図 2.3-4 となる 

 

図 2.3-4 圧電素子の等価回路 

ここで，A は力定数（両端固定時の発生力と電圧の比），Cm は弾性変形に等価な容

量，Cd は動きを止めたときの静電容量（制動容量）である．カタログ値から計算する

と A=5.6N/V，Cm=A2/k=0.65 μF，Cd=C-Cs=0.75μF である．一方，１つの素子に対し

て，Cm と Cd を両端自由の条件で実測したところ，Cm=0.4μF，Cd=1μF であり，５

割の差があった．一般に，Cm，Cd にカタログ値からの計算値を用いると，素子ばらつ

きが等価回路のモデル化誤差により拡大され，誤差が大きくなる傾向にある．そこで，

これらには実測値 Cm=0.4uF，Cd=1uF を用いることとする．この系の回路方程式は次

式となる． 

𝐶𝑚𝐹̇

𝐴
=

𝑉

𝑅𝑑
+ (𝐶𝑑 + 𝐶𝑚)𝑉̇ ⋯ (2) 

線形方程式なので，解は積分形で書き下せる． 

𝑉(𝑡) =
𝐶𝑚

𝐴(𝐶𝑑 + 𝐶𝑚)
[𝐹(𝑡) −

1

𝑡0
∫ 𝐹(𝜏)

𝑡

0

exp (−
𝑡 − 𝜏

𝑡0
)𝑑𝜏]⋯ (3) 

ここで， 

𝑡0 = 𝑅𝑑(𝐶𝑑 + 𝐶𝑚)⋯ (4) 

は時定数であり，カタログ値によれば 14s である． 

実測値とずれがないか確認を図 2.3-5 に示す実験装置で行った． 
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図 2.3-5 出力計測のための実験装置 

図 2.3-5 に示すよう、レバーハンドルで積層圧電素子に力をかけ、デジタルフォース

ゲージに記録された力のピークとオシロスコープで計測した積層圧電素子の両端電圧

をオシロスコープで計測した．積層圧電素子が単純圧縮となるように、積層圧電素子を

固定する筒状のホルダーで支え、ハンドプレスが滑らないよう、ナットをハンドプレス

の先端と積層圧電素子の端の半球との間に挟んだ． 

荷重および電圧の実験値と計算値を図 2.3-6 に示す．荷重時間が 7s でヒールストラ

イクよりさらに周波数が低いため式(2)が成り立つ．そこで計算値は，荷重の実験値を式

(3)の F に代入し，数値計算により求めた．実験値と計算値はよく一致している．最大

電圧の計算値は 33.5V，最大荷重は 750N であり，両者の比は 0.045V/N である． 



 

図 2.3-6 積層圧電素子単体の荷重と出力電圧 

 

次に，多数の圧電素子に対して，最大荷重を変化させて最大電圧を測定した．結果を

図 2.3-6 に示す．また，電圧と荷重の比を図 2.3-5 と同じとし， 

V(V)=0.045F(N)…(5) 

として計算した電圧を赤線で示す．この計算値は，荷重の時間変動が図 2.3-6 と同一

であり，荷重の最大値が変化すると上下方向に波形が伸縮すると仮定した値である．実

験値と計算値は良く一致している．以上により，圧電素子の荷重電圧特性は図 2.3-4 の

等価回路であり，また，手動でも注意して荷重を加えれば，式(5)が成り立つことが確認

できた． 



 

図 2.3-7 積層圧電素子の出力電圧比較 

本研究の発電機は倍力機構であり、ヒンジ機構に係る力は体重の数倍にも相当する.

筐体は体重を支えるだけの強度が必要であると共に、重量も可能な限り軽くする必要が

ある．図 2.3-1 で示したような構造での強度を FEM により計算した。ヒンジ部にかか

る応力の分布について、図 2.3-8 は引張応力を、図 2.3-9 は圧縮応力分布を示したもの

である．簡単のため，すべての圧電素子に同一の荷重がかかるものとして 1/6 のみを計

算し，変形は微小，材料特性は線形とした．また球穴の半球接触部に均一な垂直応力が

加わるものとした．これは半球と球穴の間にグリース等の流体膜があり，かつ密封され

た状態に相当する。入力は 1Mpa で計算をしている． 



 

図 2-3-8 球穴に 1MPaの分布力を加えた場合の引張応力分布 

 

図 2-3-9 球穴に 1MPaの分布力を加えた場合の圧縮応力分布 



引張応力は、球穴に加わる応力の 0.99 倍、圧縮応力は 1.3 倍がそれぞれ最大値であ

ることがわかる．球穴に加わる応力は(1)式で得た軸力を直径 7mm の球の断面積で除し

たものであり、1000N の力が中央に鉛直にかかった場合には 23.6Mpa となる．例えば

3D プリンタ用の Stratasys 社の ABS 材料では，引っ張り強さが 55-60Mpa 程度、圧

縮応力は公表されていないが、曲げ強度が 80-100Mpa 程度あることから、十分な強度

を持っていると考えられ、樹脂での製作も可能である． 

 

  



2.4 発電機の試作と評価実験 

 

図 2.4-1 試作機の寸法図 

図 2.4-1 は試作機の機械的寸法を示す．濃い部分の#1～#6 は積層圧電素子を示す．

五角形の形状部はヒンジ機構の突起を表す．中心の四角はダイオードブリッジ基板を格

納するためのへこみである．試作機は１辺 36.6mm で 22mm の高さの六角柱形状とな

る．5mm 角で長さ 20mm の積層圧電素子を６本、リンク棒として格納する．本形状は

23.0cm の婦人用の安全靴の標準的木型に合致しており、靴の踵直下に格納できる．図

2.4-2 は試作機の写真である。 

 

図 2.4-2 発電機の試作 



本章では発電機への力の入力に対する出力電圧を計測する．3 章で使用したものと同

じ実験装置で、6 本の圧電素子の両端電圧をそれぞれオシロスコープで計測する． 

図 2.4-3 に実験した入力位置を示す． 

 

図 2.4-3 計測用の加重ポイント 

本実験では、点 A に 738N と 437N、点 B に 711N、点 C に 778N の力を入力した． 

図 2.4-4 に実験結果と式（１）と（３）からの計算値を示す．実験値は全体的にやや

下振れる傾向があったが、全体としては予想値の-9%程度の誤差であった。このことか

ら，回転自由のヒンジが作られ，素子は単純圧縮にあると言える． 



 

図 2.4-4 実験値と荷重時の出力の比較 

 

次に、靴に組み込む前に発電機を実際に足で踏んだ時の出力を計測した．積層圧電

素子の内部インピーダンスは 20kΩ程度で、LED は 1kΩ程度である．そこで実験機

では，図 2.4-5 に示すように 6 本の圧電素子の出力はダイオードブリッジを介して並

列接続とし，その負荷として電流計測用の 100Ω抵抗と３個の LED を全て直列接続と

した．3 個の LED への出力電力を計測するため，100Ω抵抗と 3 個の LED の端子間

電圧を計測した．積層圧電素子は数十ボルトを出力するが、LED は数ボルトで十分で



ある．この回路によって、負荷側のインピーダンスをあげ、出力側のインピーダンス

をさげることができ、損失が少なくなる． 

 

 

図 2.4-5 計測回路 

本実験では発電機に実際に体重をかけて 1 秒に概ね 1 回その場で足踏みをして計測

した．Fig.17 は，足踏みに対する 6 本の出力の合計の発電量を縦軸，時間を横軸として

示したものである． 

 

図 2.4-6 発電機の出力電力 



 

図 2.4-7 １歩ごとの発電機の出力電力 

 

本実験では発電機に実際に体重をかけて 1 秒に概ね 1 回その場で足踏みをして計測

した．電流計測用の抵抗 R1 の両端電圧から計算した電流と計測電圧とを積算して発電

量を求めている．時間平均で 1.29mW 程度の発電量を確認した．図 2.4-6 に示すよう

に，ピーク時の瞬間発電量は 20.3mW に達している．これは踵接地時の衝撃力による

もので，ヒールストライクに相当する．図 2.4-7 に示すようにその直後の小さいピーク

は衝撃荷重の除荷時の圧電素子伸びによるものである．幅の広いピークは，蹴り出し時

の荷重によるものである． 

周波数成分について補足する．踵接地時のパルス状電圧の幅は 10ms 程度である．従

って，発生電圧の基本的な周波数は 1/20ms=50Hz である．電圧波形は三角波状である

ので，より高い周波数成分を含む．しかし細かな変動は波形の面積への影響は小さいか

ら，発電量を求める上では 50Hz を支配的な周波数と考えてよい．50Hz は倍力機構の

圧電素子の固有振動数 6.3kHz に比べ２桁小さい．従って電圧波形は素子の共振の影響

を受けておらず，50Hz は圧電素子に加わる力の周波数と考えてよい．圧電素子単体の

荷重電圧特性の計算では，この値を用いた． 



 

図 2.4-8 照度 

図 2.4-8 は暗室で 1m の距離で計測した結果である．事前計測での暗室の照度は

0.05lux 程度であった．ピーク時の照度は 0.96lux であり、1cd に相当する．2.2 で検

討した光量を十分に満たしており、自己位置発信用の LED 付安全靴としての性能を

満足することが確認できた．従来の研究例とは異なり、靴の外装に余計なパーツや突

起がなく、靴底の変位もほとんどなく、靴としての性能要件と製造用件を満たしてい

ることが確認できた． 

  



 

図 2.4-9 靴の試作品の写真 

 図 2.4-9 は試作した靴の写真と、東京都産業技術研究センターから提供された内部

構造の X 線写真である． 

  



2.5 現場実験と考察 

 LED 安全靴では、上述の発電機タイプのものと並行して、Panasonic 社との共同

により、同社の発電機をスイッチ機構として使用する電池併用発電型の開発を実施した．

出力電力は本方式のほうが大きく、さらなる改良の余地もあるが、Panasonic方式のほ

うがコストに優れる．電池併用発電型は電池寿命がアプリケーションによって変動する

点もデメリットであり、電池の環境性能によって製品全体の環境性能が左右される．従

って使用温度の極端に高い、あるいは低い環境での利用は困難であり、LEDのアプリケ

ーションにおいては製品寿命は数か月しかもたない．2.1でも述べたように，こうした

環境性能であっても許容されるアプリケーションであれば，コストを優先して電池併用

発電型を，許容されなければ発電型を採用すべきとなる． 

2018年 7月以降，Panasonic社との連携の下で保線事業者、物流事業者、警備業者な

どで評価試験を行った．１カ月以上の試し履き期間を経ていくつかの有用なフィードバ

ックを得た． 

保線事業者においては LED 安全靴にニーズがあり、つま先部に 2m 先を照らせる強さ

の LEDが必要という結論を得た．照明用途でのニーズである． 

物流事業者 A（港湾）においては、LED 安全靴にニーズがあり、薄暗い倉庫の中で、

フォークリフトとの衝突事故が多く、現在は無線を使用した音での警告システムを導入

しているが効果的でなく、代替可能性があるとの結論を得た．自己位置発信用途でのニ

ーズである． 

物流事業者 B（宅配）においては、LED 安全靴にニーズがあり、いわゆる宅配ドライ

バーの安全対策装備として、既に自転車や荷車を光らせる取り組みや身につけるものへ

の反射板や蛍光材の採用を進めており、さらなる効果も期待できるという結論を得た．

自己位置発信用途でのニーズである． 

警備事業者においては、常駐を含む業務においては LED安全靴にニーズがなく、秘匿

の原則のために却って自己位置を知られるのがマイナスの効果であるとの結論が出た．

ただし、ロードスタッフと呼ばれる交通誘導や駐車場警備などにおいては現在も、身に

つけるものへの反射板や蛍光材の採用を進めており、さらなる効果も期待できるという

結論を得た．自己位置発信用途でのニーズである． 

これらのニーズがあるとした業者の一部からは期待される効果と、導入足数から考慮



した１足あたりの期待価格も提示された．宅配の物流業者については，労働者の移動距

離が長いことから、靴の消耗が激しいため製品寿命が短く、電池併用発電型で十分であ

る．その他事業者では安全靴と同様 1年ないしは２年の製品寿命が必要であることから

発電型を使用する必要がある． 

また、LEDによる自己位置発信のみならず、人事評価のための正確な計量・位置追跡、

行方不明者捜索のための自己位置発信機といったニーズが出されるなど、実物をもって

試験導入を兼ねたマーケティングを行うことで、更なる他の応用用途も収集することが

できた．図 2.5-1 に示す展示会においても、こうした応用用途の提案がなされ、靴内除

菌や靴内温度の調整などの着想を得た． 

これらの市場の可能性は、小規模でも電子機器搭載の靴を安全靴に組み込んだ形で公

表をし、現場ユーザーへの直接的なヒアリングやマーケティングを行ったことで初めて

わかったことであり、新たな付加価値の可能性を探る情報収集手段として有用であると

いえる． 

自動車産業においても、未来モデルを展示するなど、現時点では実用化されていない

コンセプトモデルを出し、市場の反応を見るテストマーケティングが実施されており、

試作品によるマーケティングは、市場からの情報を得る点で非常に有効な手法である． 

 



 

図 2.5-1 展示会の出品の様子 

 

  



2.6 開発過程で明らかとなった問題 

技術と市場における詳細はこれまでに述べた．その他に，管理運営上の課題や工夫が

抽出された．以下に列挙する． 

ユーザーテストの担当者を開発者ではなく営業担当にさせることで、交渉の余裕や開

発リソースの確保ができる．さらに、技術者の主観を排除し、第三者のみによる検証が

可能となる．ユーザーテストを行う中で，追加の仕様が提示されるため，可能な限り早

く実験を行うことが望ましい．相手方からのフィードバックについて、技術的なもので

あっても、開発技術に関連するものと、使用感や操作感といった開発技術以外のものに

分類して開発技術に関連するものを収集すべき．ユーザーテストを効率的に進めるため、

可能な限りパラメータを変更できるような仕組みを作っておくべき．例えば LED の指

向性，LED の点灯パターン，中敷きでのサイズの調整など． 

技術面でのフィードバックでは，以下のようなものが抽出された．発電性能以外の明

確な基準を定めずに開発を行うと、サイズや重量などの項目が抜ける可能性がある．ユ

ーザーテストで世に出す以上、禁止物質や量産対応不可なパーツを使用してはいけない．

量産を見据えて、開発をすべきではあるが、量産開発時に行う内容と峻別し、性能確定

のための開発を優先すべき． 

これらの課題と工夫は，靴の開発に限らず，中小企業が萌芽技術を商品化する際に，

魔の川と死の谷を越える際に，常に発生する．図 2.6-1 はスマート安全靴プロジェクト

を抽象化した実用化開発プロジェクトのモデルである． 

 

図 2.6-1 本論文における研究開発プロジェクトのモデル 



より具体的に，プロジェクト内容を細分化すると，本プロジェクトのプロセスは，フ

ェーズとカテゴリによって整理できる．フェーズについて，プロジェクトは計画，実験

室，現場実験，ユーザーテストと進む．本 PJ の場合，計画は都産技研の補助金申請ま

でで，特許出願と安全靴メーカーとの市場調査である．実験室は圧電素子の特性評価，

パラレルリンクの試作と発電量測定である．現場実験は発電機の靴への組み込みと光度

評価である．ユーザーテストは電池式安全靴の製作と鉄道現場でのテストである．PJ の

方針判断は常時行うが，各段階が切り替わるときに，大きな判断を行っている．そこで

資金と共同研究先が必要となるからである．ユーザーテストは，ニーズの不確定性排除

を直接の目的とするが，マネジメントの柔軟性の確保と，技術の不確定性の排除におい

ても重要である．ユーザーテストは未知の場所と人で作業を行うため，組織全体が臨機

応変に動けることが必要なためである．また，第三者によって技術の完成度が評価され

るため，開発担当者はテストを目標に開発を進めるためである． 

カテゴリについては，全体管理，技術開発，事務，渉外に分類できる．本 PJ の場合，

全体管理はサーパス浅野，東大，産技研の３者による定期打ち合わせである．PJ 責任

者は筆者であり，東大が技術実務，産技研がスケジュール管理を担当した．３者の共同

によって，緊張感が保たれ，計画を守ることができた．技術開発は，サーパスが行った

仕様作成と，東大が行った発電機の製作である．事務はサーパスが行った経費管理と報

告書作成である．渉外は，サーパスが行ったパナソニックや青木産業などメーカーとの

打合せ，JR 四国などユーザーとの打合せとユーザーテストである．これらの分類は，

責任者を明確化できるので，共同研究で重要である． 

 フェーズとカテゴリによる研究開発 PJ の作業内容の分類は，本 PJ に限らず，中小

企業の消費財開発において一般的に成り立つと考えられる．そして，それぞれの分類に

おける課題と成果を評価することで，PJ の進捗管理が出来ると考えられる．そこで本

研究では，フェーズとカテゴリによる作業の分類を，研究開発 PJ の共通のモデルとす

る．次章以後で，他の PJ の事例を導入することで，本モデルを精緻化する． 

  



第３章 提言分析法の提案 

前章までで、自身が中心となって実施した開発プロジェクトについて述べ、研究開発

のモデルを示した．魔の川を越え、LED 安全靴について死の谷を越えるべく、事業化

のためのさらなる改良開発やマーケティングを加速させていく段階である．冒頭で述べ

たように、大企業でも容易でないこの谷を渡ることは中小企業にとってはさらに困難で

ある．本研究の目的は、中小企業における効率的な研究開発手法の一般化であり、本章

では，プロジェクトの暗黙知の収集や分析のために収集するデータやその分析について

の比較を行う．前章で列挙したような課題を抽出し，評価できるような手法について議

論する． 

 

3.1 PDSサイクル WBSによるプロジェクトの評価 

本章では南相馬市で実施されたおける 6 件の開発プロジェクト [15] [16]のプロセス

の可視化を試みた．各プロジェクトの詳細は付録に掲載する．被災度判定計，歩行支援

ロボット，テレプレゼンスロボット，健康提案システム，仮想同居システム，災害情報

システムの６つの開発プロジェクトである．各担当者レベルで行っていた様々な業務を

PDS サイクルの形にまとめて，Work Breakdown Structure (WBS)形式の中に表現す

ることで，開発業務がどのような試行錯誤を経て結実したかを示すことができる．記述

を試みたのはプロジェクトが終了してからである，これは，進捗管理よりもプロジェク

トのプロセスを分析評価することを目的としていたからである．全体像がわかってから

でなければ，因果関係や重要な項目がわからないため，事業の終了を待って記述を実施

した． 

PDS サイクル [17]とは PDCA サイクルとほぼ同義である．事業活動における様々な

管理業務を円滑に進める手法の一つである． Plan（計画），Do（実行），Check（評価），

Action（改善）の 4 段階を繰り返すことで業務を継続的に改善する手法である．実務上

Check（検証）と Action（改善）とを同一サイクルとするよりも A（改善）は次のサイ

クルの P（計画）に含めた方が管理が煩雑にならないため，本研究では PDS サイクル

を採用した． 

WBS [18]はプロジェクトマネジメントで利用される計画手法の一種である．プロジ

ェクトにおけるタスクを細かい単位に分割し，階層構造などで管理する手法である．プ



ロジェクトの初期に必要なタスクの洗い出しを行い，可能な限り細分化し，それぞれの

タスクについて必要なコストや人員を計画する手法であり，その項目はガントチャート

(Gantt Chart)などの項目として利用される．図 2.1-1 に WBS の例を示す． 

 

図 3.1-1 WBS 

http://econoshift.com/ja/wbs-for-time-management/ より引用 

 



 

図 3.1-2 ガントチャート 

ガントチャート [18]は工程管理に用いられる表の一種で，図 2.1-2 のように作業計画

を視覚的に表現するために用いられる． 

プロジェクトの進捗状況を表現する従来手法としては，プロジェクトマネジメントの

分野でガントチャート用いる方式が定着している．WBS を作成した後にガントチャー

トを利用してスケジュール管理を行うため，WBS の各項目の前後連関や計画に対する

遅れなどが可視化されている．一つの作業項目が遅延した場合，前後連関が明確に示せ

るこの手法では，どの後工程に遅延が生じうるか一覧できる．しかしながら，ガントチ

ャートで可視化できるのは全体の作業項目と，そのスケジュールと遅延が発生したかど

うかという表面的な事実としての結果のみである．プロセスの評価を行うためには，遅

延を含む当初計画との差異の原因を分析して抽出する必要があるが，ガントチャートか

らではそれは困難である． 

そこで，ガントチャートのようなスケジュールを管理するための直線的な工程の連関

図ではなく，各タスク項目の中でどのような作業を実施したかを連関図の中に記述する

ことを試みた [19]．各作業担当者にヒアリングを実施して収集したデータから，個別の

作業を PDS の Plan（計画），Do（実行），See（検証）のいずれかに分類をしてまとめ

ることで，各タスク項目が達成までのプロセスが表記できる． 



図 3.1-3 は 2 年間のプロジェクトであった歩行支援ロボット・テレプレゼンスロボッ

ト・仮想同居システム・災害情報システムについての WBS 項目の達成状況の 1 年目終

了時点での一覧である．６つのプロジェクト全体を通じて，各開発プロジェクトの大き

な目的が定められており，それを達成するロボットやシステムを開発するために，各プ

ロジェクトチームがどのような作業を行うかを規定している．これによって，一覧的に

状況が確認可能で，各項目の内容を見ることで，次に示すが，それぞれの詳細な分析も

可能となっている．緑色は被災度判定計，濃青は歩行支援ロボット，紫はテレプレゼン

スロボット，ピンク色は健康提案システム，オレンジ色は仮想同居システム，水色は災

害情報システムの，そして黄色は全体に関わるユーザーテスト開催のための現地とのや

り取りのタスクを表している．  

図 3.1-3 はプロジェクトの初期，計画時に書かれたものである．図 3.1-4 は初年度終

了後，ユーザーテスト等を経て項目が追加されたものである．赤枠のものが追加された

ものであり，点線に矢印はチーム間で連携して進めることが予定された項目である． 

 

図 3.1-3 6プロジェクトの初期の WBS 



 

図 3.1-4 ユーザーテスト等によって後に追加された項目を含む WBS 

 

図 3.1-5 は歩行支援ロボットに関する WBS の簡易版である．プロジェクト当初の段

階で数値的な目標まで決まっていないかったものも存在する．さらにそもそも項目とし

て定められていなかったものも存在する．例えば，ブレーキ機構についてのブレーキ操

作検討などの項目は現場実験の段階で追加されたタスク項目である．かんばん方式の整

理方法である． 

 当初は自転車のような能動的な機械ブレーキング動作を想定していた．これに対し

て，1)乗降動作時にブレーキがかかっている必要性，2)速度が出ているときの能動的な

機械ブレーキでは握力が必要なこと，が現場実験で指摘された．これらが現場実験で初

めて明らかになったのは，健常者ではあるが歩行支援ロボットを使用するほど足の健康

状態が悪化しているターゲットユーザに対する想定が，開発者のみで構成される実験室

では困難なためである． 



 

図 3.1-5 歩行支援ロボットに関する WBS簡易版 

これらの WBS 項目それぞれに対して実施された作業項目を関連付けて，達成状況や

プロセスの記述を試みた．図 3.1-6 は歩行支援ロボット開発における段差走破性改良の

タスク（図 3.1-3 左最下段に示されるタスク）について，どのような作業を経ていった

かを記述したものである [20] 

 

 

図 3.1-6 歩行支援ロボット Prjの段差走破性改良に関する PDSサイクル 



 

 当初から 25mm の段差踏破が要求仕様であったが，最初のサイクルでは要求仕様

を満たしえないキャスタを選択したため，屋内実験での検証に耐えず，再選択のサイク

ルを経たためにここで，2 カ月に及ぶ遅延が発生していることが読み取れる． 

 

 

図 3.1-7 段差走破試験の様子 

 図 3.1-7 は段差走破性能について，基礎実験を行っている様子である．歩行支援機

を蹴って進むときの推進力が平均 90N 程度であったことから，ばねばかりで歩行支援

引っ張りながら各段差の乗り越えに要する力を計測した [21]．この実験を経て P であ

るキャスタの再選定を 12 月 10 日に実施している．この実験と，キャスタの再選定を

経た 2015 年 2 月 7 日の屋内試験では，被験者 8 名全員がトイレ等の水回りに存在した

25mm の段差について問題なく乗り越えた． 

 ただし，この後，車軸が体重を支え切れずにたわみ，キャスタがハの字に曲がるな

ど，構造計算上の欠陥が抽出されたためにこの段差走破性に関するサイクルはこの後も

3 サイクルほど回ることになり，全体として大きな遅延をもたらした．これは仕様に対

する不理解や要求仕様自体が甘いことなどが原因であった． 

 なお，日付の入っていない PDS が存在するのは，これらの情報を議事録や日誌，

ヒアリングなどの事後の収集データから再構築しているためである． 



 WBS は各タスクの論理的関連が一覧性をもって表示できることが利点である．さ

らに、ガントチャートに比較すると，時系列的な完了状況はわからないが，途中で追加

されたものが図 3.1-4 のように赤反転で明示的に記述できることがわかる．しかしなが

ら，情報収集が大変なうえ，各タスク内の作業を読み込んで分析をしなければ，評価を

することは困難である．また，タスク項目はプロジェクト固有のものであるため，一般

化できない． 

 

 図 3.1-8 は WBS の項目を PDS サイクルの S（検証）まで完了したかどうかを不実

行、未完了、完了に分け、そもそもその項目が初期の開発計画で計画されていたものは

上段に、開発が進む途中で追加（変更）された項目を下段に整理しなおしたものである． 

 

図 3.1-8 WBS項目の達成状況 

この図から，97 あるタスク項目の 51 についてしか，「S（検証）」が完了しておらず，

未検証項目が 47％も存在することが判明した．この原因は 2 つあり，単純に検証する

時間がなかったタイプのものと，途中でタスク自体が不要だと判断したり，検証までは

不要だと判断したものなどに分類できることが，各グループからのヒアリングで判明し

た．この新規に考案した手法 [19]によれば，週報・ヒアリングベースでの作業項目を

WBS のタスク項目に紐づけることで，プロセスの評価が可能になる．かんばん方式や



チケット方式と呼ばれる方式と同様である． 

以上示した WBS 分析は，プロジェクト終了後に WBS を分析しているので，従来の

PPR の一形態と見ることもできる．WBS 単独でプロジェクトの成否判定ができないこ

とは従来から指摘されていた．しかし，図 3.1-8 と組み合わせてタスクの完了状況を組

み合わせた WBS 分析によれば，プロジェクトの進捗の適否がタスクの完了割合として

読み取れた．適切な PPR を行えば，プロジェクトの進捗管理ができる可能性が示唆さ

れた． 

次に，一般化可能で細部までデータを読まなくても評価可能なプロセスの記述手法に

ついて検討を行った．  

 



3.2 経費支出評価 

一般的に使用可能なデータとして経費支出のデータが存在する．これらは必ず経理デ

ータとして残るものであって入手が容易で，一般性もある．下図は経費一覧と，費目ご

との支出について，6 つのプロジェクトの合計を時系列に示したものである．本プロジ

ェクトの 2 年目はデータが未公表のため，図 3.2-1 は 1 年目のみを表す． 経費支出の

評価は従来のプロジェクトマネジメントではコストマネジメントとして広く使用され

ており[文献]，プロジェクトを予算内で完了させるために必要なコストの見積もりや予

算設定、コントロールの活動である．本研究では，設定された予算の消化率からプロジ

ェクトが予定通り進行しているかどうかをチェックできないか、分析を行った． 

 

 

図 3.2-1 経費一覧 抜粋 

 

 図 3.2-2 は費目ごとに時系列での支出状況を表したものである．これによって，然

るべき時期に然るべき支出がされているか確認ができ，作業内容の推定ができると考え

た． 



 

図 3.2-2プロジェクトの時系列経費支出 

 

ユーザーテストが行われたのは 1 月であるため，その月に人件費や消耗品費が増えて

いることが読み取れる．外注費などは完成納品後支払いのため多くは期末に集中し，意

味の読み取れるデータとなっていない． 

一時期の集中支出や過多な支出など，明らかな不適切処理の有無は判断できるが，プ

ロジェクトが的確に進捗したかは判別できない．これは，経費報告に内容が紐づけられ

ていないため，ユーザーテストの実施規模や技術開発の完成度が判断できないためであ

る．経費の費目は多くの補助金や委託研究の事務処理マニュアルで人件費，材料費（消

耗品費），外注費，旅費等のおおざっぱな項目が設定されているに過ぎない．これだけ

では，具体的な作業内容の推定は不可能である．原理的には開発者にタグ付けを義務づ

けることも可能である．もし適切な分類でタグ付けを行えば，月ごとにリアルタイムで

の進捗管理が行える可能性がある．ただし，事務作業が煩雑化する上，正しくタグ付け

される保証はなく，現状では第三者が支出状況からプロセスの記述をすることは難しい． 

 

 

  



3.3 工数による評価 

次に工数を使っての記述を試みた．工数（人数×稼働日）もまた同様に一般性を持つ

データである．補助金事業の場合には業務日誌等の提出義務を課していることが多いた

め，評価側は入手も比較的容易なデータである．笹尾らは，ODA の事例をではあるが、

開発プロジェクトの管理にタイムマネジメント、すなわち稼働量のマネジメントが重要

であるとしている． [22] 

ここでは詳細な分析を行うために分類を導入した．フェーズ（段階），種別，原因の

3 つのタグである．フェーズは｛準備段階，実施段階，検証段階，実装段階｝であり，

種別は｛技術，運営，参加者，検証，制度｝である．また，課題の発生原因は｛国・自

治体等の制度上の課題，ステークホルダー間の利害調整上の課題，普及等にあたっての

効果/課題，ユーザーテストの技術的な課題，グループ間の連携，地域・気候・生活習慣

の制約｝である．このタグは稗方らの研究で使用されたタグと同一のものである．これ

らのリストから，各 1 個の項目を選択する． この分類は業務日誌の業務内容から筆者

が判断して分類を行った．図 3.3-1 はタグをつけた業務日誌のまとめである． 

  

図 3.3-1 歩行支援機ロボットの従事内容とタグ付け例 

 

フェーズについて詳細に説明する．準備段階はユーザーテストの準備だけでなく，全



体の開発計画やコンセプトを立て，開発品の試作を行う段階である．補助金事業では提

案書の作成や，予備的な開発も含む．実施段階はユーザーテストを行う段階，検証段階

はユーザーテスト結果を分析し事業化判断を行う段階，実装段階は商品開発の段階であ

る．  

種別について詳細に説明する．技術はハードウェアソフトウェアを問わず技術開発に

関する事項を示す．運営は全体管理や契約・法務・経理など所謂管理業務である．参加

者は参加者集めのための広報や住民組織，自治体との交渉などである．検証はユーザー

テストや開発内容の検証，制度は法規制や倫理規定への対応である． 

原因は，間接的な理由，遠因となったものを含む．「種別」にも「原因」にも「制度」

に関するものがあるが，制度によるユーザーテストへの制約のうち，製品そのものに対

する制約を「種別」とし，それ以外を「原因」とする．例えば，歩行支援ロボットにお

いて，道路交通法の規制を受けるので警察に届け出を行うという作業は，種別として制

度に分類される．補助金の助成期間が秋から冬の間のため屋外実験に防寒対策を行った

という作業は，種別は運営であり，原因は制度である． 

図 3.3-2 は，業務日誌に示される工数を，フェーズと種別ごとに時系列で示したもの

である．分類項目は，作業内容の記述から推定した．このデータも一年目のみのデータ

である．第 1 回ユーザーテストの前に準備のピークがあり，その後に検証のピークがあ

り，ユーザーテストについては適切な作業が行われたことが分かる．本プロジェクトで

は存在しないが，明らかに不適切な作業があればその抽出も可能である．  

しかし，プロジェクト自体の進捗、すなわちタスクの完了・未完了および未完了の原

因は評価できない．これは，かけた時間と成果が比例しないためである．例えば，プロ

ジェクトの計画時には 100 時間開発にかければ技術開発が終わる，といった見積もり

を行うが，100 時間ただ時間をかければ成果が出るわけではない．また，提出義務のあ

る業務日誌には，「試作機の耐久性評価」のような簡単な記述しかないため，フェーズ

と種別の分類は不正確であり，原因の分類は不可能である．原因が組織にあるのか、技

術的な課題にあるのか、外部環境にあるのか、などは詳細な作業内容や振り返りがなけ

れば評価できない． 



 

図 3.3-2 6つのプロジェクトの工数の時系列評価 

  



3.4 提言法による可視化 

ここまで経費支出や工数による記述を試みた．経費支出や工数などの指標は成果と比

例しないため，稼働量と成果の合計（以下，有効作業量と呼ぶ）を表す新たな指標が必

要である．そこで，議事録などに蓄積されているデータに着目をした．稗方らは新技術

のユーザーテストについて，特定地域での実験成果を他地域展開するための提言数が評

価指標になるとしている [23]．他地域展開のための提言とは，同種のプロジェクトを環

境条件の異なる別の地域で行う際に，参照すべきノウハウのようなものを提言としてま

とめたものである．同研究の中では，1)提言をユーザーテスト事例として蓄積をし，デ

ータベース化することで知見として有効活用できること，2)提言自体を分類しておくこ

とでプロジェクトの傾向が見えてくること等を報告している． 

近年のインターネット通信販売業界では、口コミを中心とした情報発信の数や、その

個人の評価を蓄積し、コンテンツの評価指標とする手法が定着している．Amazon のよ

うに総合評価とコメントのみを記載するものもあれば、価格 com を中心に細分化され

た項目について評価を行う手法もある．提言法はこうした過去の他者の評価を現在の評

価指標とする点で近しい．レビューに対する評価指標の自動付与についての研究も進展

しており、総合評価のみならず、文中の語彙等から評価軸を自動構築する研究も存在す

る．主観的なレビューを多く集めることで客観性を持たせることはこうした手法では前

提となっている．提言は現在のプロジェクトに対するレビューであり、件数を蓄積して

いくことでプロジェクトの評価指標となると考えられる． 

稗方らが蓄積した提言は 2.1 で記述した PDS サイクルのうち，成功したものを短文

で記述したものに類似している．PDS サイクルが終了したということは課題を一つ解

決したことに等しく，その中で得られた経験知が提言そのものだからである．そこで，

PDS サイクルで示した作業，議事録に蓄積されている，あるいはヒアリングによって

入手した提言を作成した．提言文は，概ね各フェーズの終了時に，作成するよう開発者

に依頼をした．提言文が出された後，ヒアリングにより，誤記の修正，重複する提言の

削除，フェーズ・カテゴリ・ファクタの分類分けを行った． 分類については後に詳細

に分析をするが，実用化開発プロジェクトのスコープに沿うように新たな分類手法を導

入した． 

表 3.4-1 に本章で使用する提言の分類法を示す． 

  



表 3.4-1 新たな提言分類法 

カテゴリ 
国際標準職業分類 

(経済指標) 
全体管理，技術開発，事務，渉外 

フェーズ 
厚生労働省ガイドライン 

(標準フェーズモデル) 

計画段階，実験室段階，現場実験段階，ユ

ーザーテスト段階 

ファクタ 
リスク分類 RBS 

(プロジェクトマネジメント) 
外部要因，技術要因，管理要因，内部要因 

 

カテゴリとして，ILO による国際標準職業分類 ISCO-08 Structure and preliminary 

correspondence with ISCO-88 [36]の大分類から農林業など明らかに不要な作業を排除

したものを採用する．具体的には{全体管理(Management)，技術開発(Development)，

事務(Administrative)，渉外(Public Relation)，その他(Others)}とする． 

フェーズに関しては，厚生労働省のモデル [37]や先行研究 [38]で提案されてきた段

階的なフェーズモデルであるフェーズ0からフェーズ3を利用し，計画段階(Planning)，

実験室段階(Laboratory)，現場実験段階(Field Test)，ユーザーテスト段階(Social 

Experiment)と分類する．厚生労働省は，これらの後に商品化と販売後のフォローアッ

プを定めているが，ユーザーテストまでの分析には不要なため除外する． 

ファクタは，どのような課題に基づいて発生した提言か，という観点の分類である．

プロジェクトマネジメントにおける標準的なリスク分類 RBS（Risk Breakdown 

Strucutre）を用いる．①外部 (External)，②技術 (Technological)，③管理 (Project 

Management)，④内部(Internal)である． 

 

6 つのプロジェクトで，103 個の提言を収集できた．歩行支援ロボットに関連する 4

件の提言例を表 3.4-2 に示す．なお、６つのプロジェクトの内容は次章に説明する． 

 

表 3.4-2  歩行支援ロボットに関連する提言の例 



 

 まず，本プロジェクトと他プロジェクトの提言のフェーズ分布を比較した．図 2.4-

1 は先行研究で事例として取り上げられている「明るい低炭素社会の実現に向けた都市

変革プログラム」 [24]（以下，低炭素）と６件のプロジェクトとの提言のフェーズの分

布を示したものである．  

 

図 3.4-1 南相馬６プロジェクトと低炭素プロジェクトの比較 

 

 図 3.4-1 から低炭素は準備と実装が多く提言が広範に分布し 6 プロジェクトは中期

段階に固まっていることが読み取れる．これは低炭素が基礎研究から即実装のテーマ

まで含む長期プロジェクトであるのに対し，6 プロジェクトは短期の既存技術改良の

みだからである．他地域展開の提言数が，プロジェクトの目的と特性を反映すること

が確認できた． 

ユーザーテストに至ったプロジェクトとそれ以外のプロジェクトの差を次以降で確

認する． 

提言 フェーズ 種別 原因 

道交法により走行速度の上限が規制されるので，管轄

警察に事前に届け出を行っておく 

準備 制度 制度 

補助金の助成期間が秋から冬までのため，屋外実験に

防寒対策が必要だった 

準備 運営 制度 

社会実験は全グループ共同実施のため，SysML要求図に

より他グループの課題を理解しておくべき 

準備 運営 連携 

高齢者に紙のアンケートを行ったところ文字が読めな

いとの苦情があった．ヒアリングが望ましい 

実施 参加者 社会

実験 



 

 

図 2.4-6 ６プロジェクトのカテゴリごとの提言比率 

図 2.4-6は６つのプロジェクトの提言をカテゴリ別に分類したグラフである．ユーザ

ーテストに成功したプロジェクトは技術開発カテゴリが多い、すなわち技術開発に集中

できた傾向にあることが読み取れる．実用化プロジェクトの本旨は技術開発であり，本

来管理や渉外業務は少なく，技術開発に集中できたほうが良い．プロジェクトが柔軟に

運営され，技術開発に集中できたプロジェクトがユーザーテストに至る可能性が高いこ

とはプロジェクトマネジメントの分野ではよく知られている． 

 

図 2.4-7 ６プロジェクトのフェーズごとの外部ファクタの比率 

 



図 2.4-7 は外部ファクタを各プロジェクト、どのフェーズに存在するかを示したグラ

フである．ユーザーテストに成功したプロジェクトは外部要因がより早期に集中し，早

くからニーズの把握に努めていることが読み取れる． 

 

 

図 2.4-8 ６プロジェクトのフェーズごとの技術ファクタの比率 

 図 2.4-8 は技術ファクタのフェーズごとの比率である．ユーザーテストに成功した

プロジェクトは技術要因がより各フェーズに分散する傾向にある．付け焼刃の開発では

なく継続開発をしており、段階的に技術完成度を高めていっていることが示されている． 

以上の傾向をまとめると，ユーザーテストに成功したプロジェクトは 1)全体を通し

て技術開発に集中し，2)早期からニーズの把握に努め，3)一時期に集中せず継続的に開

発を実行しているといえる．これらをシステム設計・プロジェクトマネジメント分野の

キーワードに置き換えると，1)技術開発に集中できるよう柔軟なプロジェクトマネジメ

ントを実施し，2)ニーズの不確実性を早期に潰しながら，3)技術開発の不確実性を段階

的に減らしているといえる． 

以上から，プロジェクトの成否は．1)技術開発に集中できる柔軟なプロジェクトマネ

ジメント，2)ニーズの不確実性の早期の解決，3)技術開発の不確実性の段階的な解決，

で判断できる． 

  



3.5 提言分析法のステージゲート法への応用 

以上の検討結果をもとに，他地域展開の提言データベースを，ステージゲート法 [25] 

[26]に適用する一般的な方法を示す．ステージゲート法は，プロジェクトを複数のステ

ージ（フェーズに相当）にわけ，それぞれのステージの最後にゲートと呼ばれる評価を

行い，1)次のステージへ進める，2)もう一度同じステージを繰り返す，3)プロジェクト

の中止という判断を行うことで，進捗を管理する手法である．国の補助金事業の中間評

価などで使われる手法である． 

提言分析法によるステージゲートは，図 3.5-1 のようになる．本プロジェクトでは既

存技術を流用したため，ユーザーテストのみを対象に分析したが，一般の開発では研究

段階も含むため，これを先頭に追加している． 

 

図 3.5-1 ステージゲート法への応用 

他地域展開のための提言を研究開発，準備，実施，検証に分け，それらの提言数を求

め，適切な補正をかけた上で，すべてのフェーズの提言が存在すれば，ユーザーテスト

まで正しく実行されたと判断する．商品化段階へ進めるかどうかの目安は以下である．

1)技術カテゴリの提言が多く、2)渉外カテゴリの提言が早期から存在し、3)技術ファク

タの提言が分散している 

  



3.6 結論 

本章では，避難支援ロボットの 6 つの開発プロジェクトを対象に，プロジェクトの記

述・分析法を複数試みた．記述・分析結果を実際の進捗および事業化状況と比較し，他

地域展開のための提言数の分布により，プロジェクトの進捗度と課題，商品化段階へ進

む可能性，ステージゲート法における中止/継続の判断の目安が得られることを示した．

また経費支出と工数は，現状ではフェーズ，種別，原因と紐づけされていないため，分

析評価は難しいことが分かった． PDS サイクル WBS は詳細な作業分析が可能である

が，情報収集が困難なうえ，各タスク内の作業を読み込んで分析をしなければ，評価を

することは困難である．また，タスク項目はプロジェクト固有のものであるため，一般

化できない． 

表 3.6-1 は本章で試みた手法の比較をまとめたものである． 

表 3.6-1 プロジェクトの可視化・評価手法まとめ 

 

本研究の目的は中小企業における消費財研究開発の評価方法の提案である． 

 PDS サイクル WBS は得られる情報量は多いが，情報入手が困難で，WBS 自体が

プロジェクト固有のものである以上，一般化が困難である．経費支出や工数は情報入手

は容易だが，分類が大きすぎるために詳細な分析に至らない上，投入資源と成果が必ず

 可視化 
詳細 

分析 

情報 

入手 

一般化 

可能性 
得られる分析 

PDSサイク

ル WBS 
〇 〇 × × 

個別タスクの完了状況 

途中での追加タスク 

遅延等の理由 

プロジェクトの課題 

経費支出 〇 × 〇 〇 明確な不正支出の有無 

工数 〇 × 〇 〇 作業投入の適切性 

提言 〇 〇 △ 〇 

プロジェクトの課題 

ステージゲート判断 

ユーザーテスト到達 



しも比例しないことから，必ずしも実情を反映しない．提言の分析は情報の入手は多少

手間がかかるが，プロジェクトの課題を抽出できる点で十分な分析が可能である． 

中小企業の新市場開拓は，大企業に比べ，共同開発が多い．これは人員不足，特に企

画と販売の人員不足による．この結果，プロジェクトの進捗管理が難しい．萌芽技術は

成熟技術に比べ，プロジェクト管理手法が整備されていない．これは暗黙知が多いため

である．また多産多死の傾向があり，簡便にプロジェクトの成否を判定する手法が必要

である． 

これらの課題の解決をして死の谷を克服するには，ユーザーテストによる技術とニ

ーズの検証が有効である．また，知識を簡便にデータベース化する手法が望まれる．

本章では提言分析法によってプロジェクトの評価ができることを示した．  



第４章 提言と各事例の分析 

前章ではプロジェクトの記述・分析を行うために、短文形式で収集される提言につい

て、その種別やカテゴリ、要因を分析することが一定程度有効であることを示した．本

章では、これに基づき，提言分析について、冒頭第二章のスマート安全靴を含めた１０

のプロジェクトについて、提言の収集と事例分析を行った． 

4.1 収集方法 

本項目では，提言の収集方法について述べる． 

提言は，概ね各フェーズの終了時に，開発者が作成した．提言が出された後，筆者が

提言を読み，記述の誤りがあればヒアリングにより修正した． 

従来の技術マネジメント手法は定型的な技術管理（スケジュール管理や QC 活動な

ど）を対象としていた．新たな技術開発を対象とするものもあるが，成功を前提とする

大規模プロジェクト（ソフトウェア開発など）を対象としていた．リスクの高い研究段

階のマネジメント手法は暗黙知とされ，定型的な手法はなく，研究例も少ない．内平は

大手電機メーカーにおける研究開発事例を詳細に分析している [11]．プロジェクトの

節目で開発担当者が振り返り（フェイズレビュー，PHR）を行い，出された意見を短文

で残す方法が一般的としている．またマネジメントノウハウの継承方法として，プロジ

ェクト終了後に，開発担当者に本社の企画担当者を交えたメンバーで振り返り（ポスト

プロジェクトレビュー，PPR)を行い，PHR も考慮して，プロジェクト関係者以外にも

理解できる形で，物語形式でプロジェクトの反省点をまとめるのが良いとしている．こ

れらでは，PHR,PPR の情報をすべて読むか，あるいはファシリテータと呼ぶ専門の分

析者が主観で PPR を選び，開発担当者に提示する方法をとっている． 

提言分析は PPR（ポストプロジェクトレビュー）の一種であるので，まず，各プロジ

ェクトを物語形式で PPR を記述した．文献 [11]にあるように，物語形式とすると，第

三者が見ても分かる情報となる．しかし作成の作業負担が大きい．実際これらのプロジ

ェクトでは，提言は担当者から集めることが可能であったが，物語は筆者が作業しなけ

れば誰も作らなかった．また，物語の著者によって重要な提言が漏れることがあり，他

のプロジェクトとの定量的な比較も行えない． 



4.2 マッスルスーツ 

 マッスルスーツは東京理科大の研究成果をもとに株式会社イノフィスが製品化を

行った電力を使用しない腰の補助具である．人や重い物を持ち上げるとき、中腰姿勢を

保つときに腰の動きをエアーを充てんした人工筋肉によってサポートする機械である． 

 

図 4.2-1 マッスルスーツの概要 

株式会社イノフィス製品概要ページより 

https://innophys.jp/product/standard/ 

 

マッスルスーツ開発のプロジェクトで出された提言を詳細に説明する．マッスルスー

ツプロジェクトでは，21 件の提言が出された．本プロジェクトには筆者は直接参加し

ておらず，ヒアリングも 2018 年に 12 月に実施したため，2006 年から開発が長く行わ

れているにもかかわらず，収集できた提言は少数にとどまっている．これは，関係者が

すでに忘れているためである．マッスルスーツの詳細は付録に掲載する。 

マッスルスーツのプロジェクトで出された提言を抜粋する． 



｛“安全仕様も機能仕様も上流工程である計画段階で積み切るべきであり，この段階で

想定顧客と話ができていなければ，仕様はまったく完成しない．想定顧客と機能につい

てだけでなく，使用する環境などについても打ち合わせをすべき”｝ 

この提言は，実験室段階で理科大のプロトタイプを改良して現場実験に利用できるレ

ベルまでブラッシュアップした開発責任者の提言である．特に企業として最優先課題と

なるのは安全性の問題である．人が使う機器，特に管理者いない倉庫などで使う機器で

は安全性を欠いては，却って損害をあたえるプロジェクトとなってしまうため，ものづ

くり担当として安全性についてことさら意識した提言となっている．持ち運びやすい部

位に手をかけると金具で指を挟む構造になっており，社内でも事故にはならなかったが，

指を挟むスタッフがいた．持ち運びをして使用することが当然想定されたためにこの点

は改良された．こうした安全仕様についても，現場実験として社外に出す段階までに盛

り込んでおく必要がある． 

｛“想定される正常な使い方以外の，過誤的使用方法についても検討をし，対策を打つ

必要がある”｝ 

マッスルスーツのプロトタイプは，体をひねる動きをすると想定外の負荷が体にかか

るような構造になっていた．リスクアセスメントを初期段階からしっかりと行い，過誤

的な使用をされたとしても，安全性が保たれるような仕掛けを盛り込んでおく必要があ

る． 

｛“実際のユーザーを捕まえる段階には企業の体制として上市後まで責任を持つ責任経

営者を据えるべき．この人間が途中で交代するとプロジェクトが振出しに戻る”｝ 

企業である以上，内部での配置換えは当然起こることであるが，実用化開発プロジェ

クトにおいては，全体像とこれまでの開発経緯などの把握が重要であり，トライ＆エラ

ー，想定顧客との交渉などを含めたすべての事項が完璧に引継ぎができるわけではない．

途中でリーダーを変更したことで様々なマイナスの影響が出てしまったことでこの提

言が出された．マッスルスーツでは、こうした技術、すなわちシステム設計の分野に該

当する提言が多く出された． 

 



4.3 被災度判定計 

被災度判定計は、株式会社ミサワホーム総合研究所によって製品化された建物の基

礎に設置した震度計と当該建物の構造設計図から、地震が起きた際に建物が受けた揺

れをもとに建物の被害状況を推定するシステムである． 

 

 

図 4.3-1 被災度判定計の概要 

ミサワホーム総合研究所製品概要ページより 

https://soken.misawa.co.jp/news/20190304/196/ 

 被災度判定計 [27]のプロジェクトで出された提言を詳細に説明する．このプロジ

ェクトでは 21 個の提言が出された． 

｛“被災度判定計をもとに避難誘導を行って，仮に誤った情報で人命が失われた時の責

任の所在について指摘があった.人命がかかわる情報について責任を１企業がとること



は難しい,莫大な損害賠償が発生する．避難誘導との連携を中止した”｝ 

この提言は，事業責任者から出された．避難支援としての被災度判定計による危険ル

ート，安全ルートの予測というビジネスモデルを検討していたが，避難誘導についての

法的リスクの課題に直面し，建物の個別の安全性の確認というニーズへの転換を図った．

商品化も同じコンセプトで実現された．満たそうとするニーズの変更は，プロジェクト

スコープの変更に他ならず，プロジェクトマネジメントの領域を超えた判断がなされる

ことになるが，本プロジェクトの場合には，この転換により新たなニーズを満たすため

のサービスモデルに必要な開発にリソースを投入することができ，商品化まで到達した． 

｛“仮設住宅は基礎がしっかりしていないので，通常よりも大きく震度が表示されてし

まう．.設置場所や方法によって評価が左右される,震度計として不適切な数字が出てし

まう．ソフトウェアで震度を抑えるように最適化した,通常は仮設住宅には取り付けな

いので，それ以上の対策は取らなかった．実際の仕様を想定したところのみに設置する”｝ 

実験室段階でサービスの変更はすでに決定されていたが，ユーザーテストの相手先は

決まってしまっていたために，スケジュールに基づいて実験を実施した．しかし，最終

想定したサービスの環境とプロジェクト当初に想定していたサービスの環境が異なる

ため，多少のカスタマイズが必要であったが，そのカスタマイズについては今後必要と

なることは想定されなかったため簡易的な対象にとどめた．リソースの配分に関する提

言である． 

｛“通信回線を使用する契約の際に，データについての権利ももっていかれてしまって

いたため，自由にデータを利用することができなかった．データの権利について，試作

をもとにしたデータ利用が困難だった．データサーバーの会社が通信会社と秘密保持契

約を結び，データ利用にも大きな制限をかけた．研究開発段階のデータについて，自由

に利用できるような仕組みにしておく”｝ 

契約についての提言である．現場実験での通信設備が必要であったために協力を依頼

したが，費用の問題などで通信会社に有利な契約内容としてしまった．このためにデー

タの権利が得られずに開発が難航した．協力会社ではあっても，権利関係についてはプ

ロジェクトに参加させる前にプロジェクトとって最善となるように契約を結ぶ必要が

ある．この提言は自明に見えるが，深刻である．大部分の人にとって自明でも，一人で

も理解しない人がいると，プロジェクト全体が破たんする例である．共同開発，特に，

産学連携で生じやすい誤解である．今回は PPR に含めたが，物語 PPR では，著者にと

って自明であれば，漏れる可能性もある．単純に提言を列挙すれば漏れる危険はない．  



4.4 運搬ロボット 

 運搬ロボットは、SOCIAL ROBOTICS 株式会社が商品化を目指す屋内向けのマ

ーカートレース型運搬ロボットである。飲食店や介護施設など人手不足の業界におい

て、モノの移動という間接業務に絞って業務サポートを行うロボットである． 

 

 

図 4.4-1 NHK報道の様子 

 

運搬ロボットのプロジェクトで出された提言を詳細に説明する．このプロジェクトで

は 32 個の提言が出された． 

｛“計画段階ではロボット本体がない状態でユーザーテストへの協力依頼をする必要が



ある．相手の期待値が高いため，とんでもない要求がでる．ロボット技術や実用化レベ

ルの技術についての知見がない人間には，ロボットを利用する具体的なイメージがわか

ない．相手の要求が高すぎるため，開発不能となるか，相手が失望して協力を得られな

い．開発するロボットの動きやできることを事前に整理し，ある程度の使用プランをこ

ちらから提案する．期待値をコントロールする必要がある”｝ 

エンドユーザ候補としてユーザーテストの協力を依頼するときの提言である．ロボッ

トに対する万能なイメージがあるために，ある程度期待値をコントロールすることが必

要であるという提言である．また，ロボットにやらせるのが正しいオペレーション改善

なのかどうかについても検討が必要である．介護施設では洗濯門を運搬させるサービス

では，洗濯機から洗濯物を取り出す，といったことまでロボットにやらせたいというニ

ーズがあったが，コストとの兼ね合いで現時点では現実的ではない．代替させるサービ

スひとつひとつについてコスト分析を行い，ロボットに代替させることでの総合的なコ

ストメリットを算出する必要がある． 

｛“仕様の中でも，顧客との打ち合わせが無いと決まらない仕様もあり，開発担当者で

はなく，マーケティング担当者がその仕様を把握していないと，スムーズな開発が行え

ない”｝ 

ロボットの仕様の中で開発者の想定で勝手に決めるのではなく，できる限り想定顧客

からのヒアリングを重ねるべきという提言である．運搬ロボットの位置認識用のマーカ

ーのサイズ，置き方などは，一見して開発者，技術依存のようでもあるが，導入先の施

設での所内景観等に大きく影響するため，合意を得る必要がある． 

｛“ユーザーテスト現場の介護施設でインフルエンザが流行し，実験が不能となった.突

発的要因,ユーザーテストが不能,ユーザーテストの予備日を設けておく”｝ 

運搬ロボットのユーザーテストは，直前に介護施設でインフルエンザが流行したため

に，延期となった．インフルエンザの場合には 1 週間以上立ち入りができなくなる．予

備日を 10 日後にしていたために，ユーザーテストは遂行できたが，プロジェクトの終

期が迫った時期に行うこうした実験については何らかの理由でできなくなった場合の

サブプランをしっかり立てておくべきである，という提言である． 

  



4.5 歩行支援ロボット 

歩行支援ロボット(Walk Assistance Robot. WAR)は，利用者が座ったまま歩く移動補

助器で，足の負担を下げかつ筋力を維持増強できる．全方向移動が可能なアクティブキ

ャスタ技術によってロボット化されており，7 度の傾斜が登坂できる．非医療用途とし

て健常者ではあるが歩行に困難を抱える高齢者の避難用に開発された．図 4.5-1 は開発

されたロボット化されたモデル（左）と動力のないモデル（右）である． 

 

図 4.5-1 歩行支援ロボットの写真 

 

東日本大震災以降，災害対応について様々な研究が加速した．復興庁によると，福島

県における震災関連死の精神的・肉体的疲労による死亡原因として，「避難所等への移

動中」が約 3 割，「避難所等における生活」が約 3 割であった．同報告において『発災

直後からの避難（移動）や避難生活の事情がもとで，徐々に衰弱した事例がほとんどで

ある』と結論づけられている ．平成 26 年度福島県の助成で開発されたが，ユーザーテ

ストの結果，未だに商品化に至らず，開発へ差し戻しとなっている．健常者に対する移

動支援として、歩行により近い状態を保てる支援機というコンセプトについてはニーズ

があることがわかったが、避難時には不要と判断された。そのために、日常用途での歩

行支援器具として計画段階から開発をやり直すこととなった。 



歩行支援ロボット [28] [21]のプロジェクトで出された提言を詳細に説明する．この

プロジェクトでは 51 個の提言が出された． 

｛“"歩行支援機の後輪について，固定すれば直進性がまし，自由輪にすれば旋回性能が

向上するが，どちらが重要かわからなかった．細かい旋回が必要になりそうな狭い場所

が現地にはなかったが，そういった地理的条件が地域によって違う．ニーズによってト

レードオフとなる技術仕様について特に注意して検証すべき”｝ 

本提言は，直進性の向上と旋回性能がトレードオフの関係にあった歩行支援機の構造

についての提言である．旋回性を重視した結果，直進性が低いことについて現場実験で

クレームが出たため設計を変更した． 

｛“新技術を新しい加工技術で作ると，評価が困難である．歩行支援機の性能評価にあ

たって，設計性能が悪いのか加工精度が悪いのか判別できなかった．新製品の試作には，

新しい加工技術を用いないか，評価試験に当たって原因が峻別できるように技術開発を

行うべき”｝ 

本提言は，実験手法に関する提言である．菊池製作所にとって新しい加工技術である

パイプの 3 次元曲げ加工を利用して歩行支援機の試作機を製作したため，加工精度が悪

く個体差がでてしまった.．加工精度が比較的ましな個体を使って一台だけで性能試験

を行ったが，加工精度についての検証もできていないため，設計に原因があるのか，加

工に問題があるのか判断できなかった． 

｛“ホームセンターに訪れる客層に曜日・時間波動があるため，声をかけて集まる時間

帯と集まらない時間帯があった．ユーザーテストの現場では利用客の客層の波動をスケ

ジュールに組み込む必要がある．無理やり声をかけるので，ターゲットと違う人が被験

者になってしまった．必要な客層の来る曜日，時間帯まで調査が必要．また実験データ

について被験者の属性について記録をしておけば，本来ターゲットでない被験者のデー

タを排除できる”｝ 

本提言は被験者の収集に関する提言である．ホームセンターの中での歩行支援機の日

常利用の可能性を探ったユーザーテストを実施したが，その際の被験者について，歩行

支援機をそもそも必要としない人まで対象に含まれてしまった．被験者が全員とならな

いユーザーテストでは，被験者像を明確にし，スタッフに周知する必要がある．しかし，

すべてのスタッフが計画通りに実行できない場合もあるため，被験者がターゲットとし

て正しいかどうかを実験結果と共に記載しておけば，データの排除ができる． 



4.6 観光案内ロボット 

観光案内ロボット(Sightseeing Guide Robot. SGR)は，記念写真撮影に特化した移動

ロボットであり，近くにいる人の顔を認識し，声を掛けて撮影し，背景をニーズに合わ

せた合成写真とする．東京都産業技術研究センターによる公募型研究事業において，東

京オリンピックを目的に実施された「観光案内をサポートするコンシェルジュロボット

の開発」事業内で開発された．図 4.6-1 はそのロボットを示す．ロボットは，都内の観

光施設，高層建築物の展望室，空港施設，市区町村の観光案内所，商業施設等へ販売．

利用者は施設内スタッフ(ガイド等)と外国人観光客を想定．ロボットはスタッフの操作

により，居場所を認識した後，追従しながら案内作業(多言語対応)・おもてなしの支援

(道案内・写真撮影)を行なう．また，頭部に内臓されているタッチパネル端末の画面は，

観光客が気軽に操作でき，双方向のコミュニケーションを実現できる． 



 

図 4.6-1観光案内ロボット 

都内の観光案内所，とりわけ高層ビル展望台（例／都庁・東京タワー・東京スカイツ

リー・池袋サンシャインビル）や羽田空港内を想定し，ボランティアガイド（ひと）と

コンシェルジュロボットがペアを組んで，訪日外国人観光客の誘導およひガイドを行な

うことを想定されていた． 

 (公財)東京都観光財団協力によると，訪日外国人観光客は年々増加しており，行政サ

イドもボランティア育成にも注力する一方，全ての国の言語への対応は困難であるため，

ひと(主に英・中・韓・仏・独)以外の言語対応が課題となっており，同社では，ボラン

ティア（ひと）とロボットがペアを組み，観光客グループを誘導(ロボットは追従)しな

がら，現地語（スペイン・ポルトガル語等）での道案内や名所の解説，おすすめスポッ



トの紹介，写真撮影サービス(海外では日本と異なり他人にカメラを渡して撮影の依頼

をしないため，写真撮影機能は有効)などで“おもてなし”を行なう提案をしている． 

また，市区町村や商工会議所の職員向けに，ロボットの活用により広がる具体的サー

ビスのイメージを発信が重要との意見から，同財団主催の賛助会員交流会においても，

ロボットによるおもてなしサービスのデモを実施した．図 4.6-2 はそのときの様子であ

る． 

 

図 4.6-2 観光財団賛助会員交流会における観光案内ロボットのデモ 

 その後，テレコムセンターや東京都産業技術研究センターでのイベントに合わせた

ユーザーテストを実施し，集客に一定の効果があることを実証し上市へ向けて準備すべ

きとされたが，企業側の開発リソース不足のため現在は開発が一時中断されている．観

光案内ロボットのプロジェクト [29]で出された提言を詳細に説明する．このプロジェ

クトでは 39 個の提言が出された． 

｛“共同開発に近い形で導入先候補を巻き込むのに現実のロボットの試作品ができてい

ないと説明が困難．構想段階や紙の上の説明では，ロボットの動きを理解してもらうこ

とが困難である．導入先候補の確定に時間を要した,完成している要素技術を見せると



ともに，スタイロフォームで仮筐体を作るなどして営業ツールをつくった”｝ 

計画や構想段階での仮想的な顧客収集についての提言である．コンセプトを紙ベース

や口頭で伝えるだけではそもそも伝わっておらず，現実にモノを見せないと話が始まら

ない． 

｛“サービスのロボット代替の抵抗が強く，ヒアリングに気を使う必要がある．観光業

界は労働集約型産業なので，ロボットの台頭によって，人が仕事を失うと考えられてい

るため．また，ボランティアベースの活動も多いため,ヒアリングに際して，ボランティ

ア等からの調査がしにくかった．”｝ 

サービスを立ち上げる際に，現状その業務，あるいは近傍業務を行っている従事者か

らヒアリングを行うことは必要であるが，その際に，仕事を奪われるという思い込みが

邪魔をするという提言である．特にロボットについてはニュースやインターネットでも

そのような議論がされている影響か，自分たちをロボットに置き換えることはできない

と，ヒアリングに対して攻撃的な対応をするスタッフもいた．これらの点については十

分に留意する必要がある． 

｛“社会受容性に関係がないと思われる開発が開発者の意思で入り込んでしまい，開発

期間が長引く．研究開発者が論文化や趣味の目標を入れ込んでしまうため，本来的な社

会受容性の評価に必要ない開発でスケジュールが圧迫される．具体的な開発項目レベル

で全体管理者が優先順位をつける”｝ 

本プロジェクトは複数の大学がコンソーシアムを組んで開発を行った．しかし，大学

研究者の人事評価軸は製品化ではない為，要素技術開発の中に商品価値とは関係のない

テーマなどが入り込んでしまった．プロジェクトのスコープを厳守させることは当然必

要であるが，本提言ではその手法としてマイクロマネジメントを行うべきとしている． 

  



4.7 テレプレゼンスロボット 

テレプレゼンスロボット（TPR）も，同様な背景で避難所における精神的負担軽減の

ために開発されたロボットである．避難者に付随して移動し，支援者を常時身近に感じ

る移動式テレビ電話ロボットである．避難所での最低限 72 時間の避難生活を支援する

ロボットであり，避難所においてケアを必要とする人に寄り添い，その人の状態を見守

り，支援が必要となった場合にその人が必要とする支援者とつなぐ役割を果たす．図

4.7-1 はそのコンセプトモデルである． 

開発したテレプレゼンスロボットの特長は，1)現在米国で様々な用途が開けつつある

テレプレゼンスロボットのプラットフォームとして幅広く利用できる“汎用性”と，2)

個別のニーズに対処できる“カスタマイズ性”を，両立させるものであった．プラット

フォームロボットとして，産業技術総合研究所知能システム部が開発したオープンソー

スである，RT ミドルウエア（RTM）を基盤としているため，現在までに公開されてい

る数多いロボットの応用ソフトウエアが臨機応変に幅広く選択･利用できる．また，モ

ジュール化されている構造で，移動部（モビリティモジュール）とヒューマンインター

フェース部（対話モジュール）とそれらの結合部（移動-対話結合モジュール）の３つの

モジュールの結合体であるため，利用目的に応じて結合部は，柔軟にカスタマイズでき

る． 



 

図 4.7-1 テレプレゼンスロボットのコンセプチュアルスケッチ 

  図 4.7-2 は避難所でのユーザーテストの様子である．実験に先立ち，仮設住宅の

設置区域の中にある仮設の集会所で説明を行った．近隣避難所であった原ノ町中学の体

育館と接続し，テレビ電話による通話などをデモとして行った．その後被災地住民らに

開放した．南相馬伝統の馬追祭りの衣装を模して現地住民への親和性を増す試みなどを

している． 

 



 

図 4.7-2 テレプレゼンスロボットの現場実験の様子 

 

テレプレゼンスロボットは避難所でのユーザーテスト後，不要と判断され，開発中止

となった． 

テレプレゼンスロボット [30] [31]のプロジェクトで出された提言を詳細に説明する．

このプロジェクトでは 16 個の提言が出された． 

｛“ユーザーテストの事前のワークショップにおいて参加した 10 数名のうち男性が 1

人しかいなかった．.男性はコミュニティ活動にほとんど参加しない．実験データが女性

に偏ってしまう．男性が興味がある活動を同時開催する．そば打ちを実施したところ，

男性比率は改善した”｝ 

本提言は，ユーザーテストでの被験者集めに関する提言である．男性参加率は他のプ

ロジェクトでも問題になっていた．イベント形式で人を集めたため，男性参加率がどの

実験でも低かった．歩行支援機のように，その場所に来る一般人をランダムに抽出する

ような形ではなく，ワークショップ形式をとる場合は，男性を参加させる仕掛けを入れ

るべきという提言である．本実験では，そば打ちイベントをメインに据えることで，男



性を集客した． 

｛“アンケート項目が多く，文章が難しいため，紙ベースでのアンケートに対して拒否

反応が出た.参加者は高齢者で，細かい文字を読むのが大変になっており，面倒臭いもの

を嫌がる,アンケートのサンプル数が減り，心理的なバイアスがかかっている恐れがあ

る,無理やり書いてもらった,次回以降，アンケートは 1 対 4 のヒアリング形式で会話の

中で行った,項目の簡素化，ヒアリング要員の確保,アンケート項目があまり多くならな

いようにする”｝ 

アンケートについての提言である．アンケート調査の手法については社会学の分野と

して様々な研究がされている．手法自体はそちらを参考にすべきであるが，手法につい

て十分に検討をすべきという注意喚起の提言としては意味があるといえる． 

｛“第二回ユーザーテストでは集合場所と実験場所が離れており，遅刻者への対処が必

要だった．.各グループから輸送要員を出してもらう必要があり，輸送用の待機車が必要

となった．シャトル型では被験者が待たずに帰ってしまうため逐次輸送が必要だった．

予備人員が常に集合場所と実験場所を往復し，人員輸送に当たった,,実験場所と集合場

所は可能な限り同一にするか，輸送手段を確保する,実験場所と集合場所は可能な限り

同一にするか，輸送手段を確保する”｝ 

本提言は，実験場所までの輸送についての提言である．イベント形式のため，集まり

やすい場所を集合場所にし，実験場所まで輸送を行った．その際に遅刻者への対処が必

要であった． 

  



4.8 健康提案システム 

健康提案システム(Lifestyle Proposal System)は健康支援や高度社会参加に結び付く

生活アドバイスと，そのために地域で利用可能な支援サービスを提示する技術（デジタ

ル水晶玉技術）である．WHO が提唱する生活機能モデル（ICF）に基づく生活データ

ベースと地域のサービス業のデータベース，人に関する属性データベースを備えている．

生活データベースは生活改善事例を蓄積したデータベースで，例えば膝の悪い方がどの

お店のどの杖を購入したことで生活が改善された，というような事例を ICF に基づい

てタグをつけて格納してある．職歴・スキルや，障害がある場合にはその情報を入力す

ることで，生活データベースから生活改善事例が抽出され，生活が改善しうるサービス

の提示を受けられる．図 4.8-1 はそのデータベースの検索画面である． 

 

図 4.8-1 健康提案システムの生活データベースの検索例 

 

 避難生活中の高齢者に使用をしてもらったが，事例の蓄積が少ないために検索で十

分な結果が返せないうえ、そもそものニーズがあるかどうかもわからずに開発は中断さ

れた． 



健康提案システム [32]のプロジェクトで出された提言を詳細に説明する．このプロ

ジェクトでは 24 個の提言が出された． 

｛“システムはＷＥＢベースで簡便であるが，そもそもＰＣやスマートフォンなどを自

力で扱える人はネットでの検索もできるため，このシステムを必要としない．ＰＣやス

マホを使えず，検索の恩恵を受けられない人に対しては，支援者を間に挟む必要がある”｝ 

健康提案システムのニーズとのマッチングについての提言である．健康提案システム

は，高齢者などの基本情報や何に困っているかというデータから，その地域で受けられ

る支援や，有料，無料のサービスなどを提示するシステムである．当初は本人操作の想

定だったが，それは困難であったため，民生委員への業務に役立てることを検討した． 

｛“民生委員の業務へ導入することを考えてビジネスモデルを組み，開発を進めたが，

民生委員の業務へ入れることが不可能だとわかり，途中で要件を変更する必要ができた．

民生委員の業務所管を調査しきれていなかった．事前に，導入先としっかりと打ち合わ

せをすること”｝ 

想定導入先との，導入可否に関する打ち合わせが必要であるという提言である．導入

前提まで，顧客としての期待値を高めることは初期段階では困難であったとしても，導

入可否について検討してもらうことは必要である．ニーズはあったとしてもコスト，既

存の人員，習熟，今回の場合には法制度など，新しいシステムの導入には様々な阻害要

因がある．それらを調査する必要がある． 

健康提案システムは，事業終了後に高齢者見守りサービスのコールセンター業務を請

け負う会社へ提案されたが，採用に至らず開発を凍結された．顧客探しがうまくいかな

かった事例である． 

  



4.9 仮想同居システム 

仮想同居システム(Virtual Co-Living System. VCLS)は，人の動きを感知するセンサ

と自由に割り当て可能な赤青緑の 3 色のボタンとを持った通信装置である．ボタンの意

味を家族同士で予め決めておくことで，遠隔モニタリングと緩いコミュニケーションを

支援する．高齢者にとって，携帯電話，特にメールの操作は容易ではなく，遠隔コミュ

ニケーション手段が電話となることが多い．しかしながら電話は時間を拘束されるため

に現役世代には毎日別居している高齢者に電話をするというような密なコミュニケー

ションが難しい．このため，その生活の様子をプライバシーを侵害しない程度にモニタ

リングしつつ，活動量の極端な低下などを示せるこの仮想同居システムは特に健康状態

の悪化しがちな避難所生活において有効であるとして開発された． 

 

 

図 4.9-1 仮想同居の被験者宅でのセンサ反応 

 

 図 4.9-1 は現場実験での被験者宅での 24 時間の実際のセンサ出力をセンサごとに

時系列で並べたグラフである．通信途絶やセンサのフィルタリングなど技術的な要素に

よる低評価もあり，現場実験後，開発中止となった． 

仮想同居システムは２台の無線通信機能を持った端末が対になったシステムであり、

以下の機能を持つ。 



１）2 台の端末を無線通信により結合し、自分の様子を端末から送信し、送信された

相手端末の様子を表示する。  

２）相手の生活状態を検知するために人感センサを組み込み、活動状況を相手端末へ

送信し相手端末の LED へ表示する。相手活動量が多いときは LED が明るく点灯し、

活動量が少ないときは LED が暗くなる。  

３）3 つのボタンとそれに対応する LED を装備し、ボタンを押すことと LED の点

滅・点灯を通して、端末間でのコミュニケーションを図る。  

４）1 つのボタンには、コールセンタ呼び出し機能を持たせ、コールセンタではその

リクエストを受け付ける機能並びに、要望事項記録する機能。  

５）仮想同居端末の状態をモニタする機能 

 

 図 4.9-2 は開発された実物の写真である． 

 

図 4.9-2 仮想同居システムの写真 

仮想同居システム [33]のプロジェクトで出された提言を詳細に説明する．このプロ

ジェクトでは 13 個の提言が出された． 

｛“最初は研究のためにという目的だったものが，いつの間にか商品化へ目標が変更さ



れており，それをする準備ができなかった．要求性能について打ち合わせが必要．商品

化に必要なことをなにもできなかった”｝ 

開発担当者と事業責任者の意識の目的意識の違いを克服できなかった事例である．開

発担当者に明確にプロジェクトの目的を伝達しないと，プロジェクトは失敗する． 

｛“実験室では外装なしで性能評価をしたが，実際には外装をつけて使用する機器で，

外装が赤外線を透過しなかったため，使用不能だった．赤外線透過素材で外装を作り直

したため余計な工数と費用が掛かった．外装も完全にした状態で性能評価を行う,”｝ 

本提言は，実験手法実験室での性能検証と現場での検証との間で，環境以外の差異を

設けてはいけないという当然の提言である． 

  



4.10 災害情報システム 

災害情報システム(Disaster Information System. DIS)は，被災地の住民がスマート

フォンにより被害現場の写真を市役所に送り，リアルタイムで公開し，迅速な避難を支

援するシステムである．地域が被災した時，どの避難所へ避難すればよいのかの情報や，

その避難経路の状況情報が，迅速でスムーズな避難を可能にするために必須の情報であ

る．ところが，大規模な災害の場合，行政は情報を発信するために必要な情報を，各処

からの問い合わせに忙殺され適切な情報収集を行うことができない．それを解決する技

術である．東日本大震災当時に防災無線を含めた行政側からの情報伝達が遅れる中，イ

ンターネット上のチャットサービスなどによる情報伝達がスムーズに行われていたこ

とから考案された．図 4.10-1 は収集された個別の災害情報を確認するためのインター

ネット上のサイトの画面である． 

 

図 4.10-1 災害情報システムの情報画面 

 

 災害情報システムは以下のような機能を持つ。 



1) ユーザーが簡単にシステムを設計し、すぐに情報の収集・発信が行える機能 

2) 位置情報がなくとも、システムを利用できるようにする機能 

3) 収集したデータを集計する機能 

4) アンケートなどでも活用できるように、QR コードから起動できるようにする

機能 

5) 地図上で全ての情報でなく、全体の傾向を把握できるようにする機能 

6) 地図上で把握できるように色分けを行う機能 

7) 被災地住民の生活圏内施設のバリアフリー化についての情報を収集する情報

システムを作成 

8) 日常的な要支援者の情報を蓄積できる介護事業者向けの情報ツールとして、要

介助者情報システムを作成 

 本システムは現場実験後，ユーザーテストを行うことが困難であったため，その導

入効果を実証することができず開発中止となった． 

災害情報システムのプロジェクトで出された提言を詳細に説明する．このプロジェク

トでは 20 個の提言が出された． 

｛“試作途中に，利用していたオープンソースの GIS システムが仕様変更されたため，

開発に余計な工数がかかった．オープンソースのシステムを利用する際には仕様変更の

リスクがあることを認識しておく”｝ 

オープンイノベーションのリスクに関する提言である．製品に組み込むには，仕様に

ついての責任の所在を明確にする必要がある．また，オープンソース部にセキュリティ

リスクなどが発生した場合，組込んだ担当企業が責任を負うことになるため，十分な精

査が必要である． 

｛“現地の人がシステムを使って通報を行えるか検証するにあたって，実験スタッフが

横で指示をしてしまった.実験スタッフへの説明,全員問題なく通報できるという結果に

なった”｝ 

実験手法についての提言である．実験の中ではスタッフは聞かれれば質問に答えなけ

れば不親切となるが，ＵＩの検証にあたっては，それを行ってはならない．実験の趣旨



を実験スタッフが把握をし，趣旨に沿った行動をとるように指導する必要がある．初歩

的なミスであるが，始めてユーザーテストを行う人にとっては，陥り安い事故である．

提言を収集すると，このような，やって初めて分かった知識は漏れにくい． 

  



4.11 スマート安全靴 

スマート安全靴のプロジェクトで出された提言を詳細に説明する．このプロジェクト

では 30 個の提言が出された．筆者自身の書いたものも含まれている． 

｛“計画段階から渉外担当をおいて、顧客探しや要求性能のヒアリングを実施すべき”｝ 

本提言は筆者自身のものである．初期段階で共同実施先の、技術者ではなく営業担当

が顧客候補をまわったため、技術者によるバイアスのかからない要求性能がヒアリング

できた．担当技術者の得意分野、専門分野の技術が選定されることは必然ではなく、そ

の他の可能性も含めて方式が検討されるべきであり、靴に埋め込む電子機器の電源確保

の方式として第二章の発電機以外にも複数の選択肢が生まれ、技術開発のみを成否の軸

としない商品開発が実施できた． 

｛“ユーザーテストで世に出す以上、禁止物質や量産対応不可なパーツを使用してはい

けない”｝ 

試作段階での研究開発ではしばしば容易に入手できる部品を品質や供給元の確認を

することなく使用する．しかし、それによって試作ができたとしてもコストの見積もり

や性能の担保は出来ず、展示会に出したものの量産可能性が低くて開発を断念するケー

スが存在する．企業としての環境に対する責任も含めて、商品に使用可能な部材のみを

使用することで、事業自体の実現可能性を担保できる． 

｛“開発関係者がいる状況では、運用が変更されたりなど環境が普段と違ったり、本音

が引き出せなかったりするので、想定ユーザーに一定期間開発品を預けられる品質のも

のでユーザーテストを実施すべき”｝ 

ユーザーテストでは開発者の手を放して、想定ユーザーがマニュアルを読めば使用で

きる品質まで高める必要がある．開発者がオブザーバー参加する一日限りのユーザーテ

ストでは、実際の運用と異なる中で使用されたり、バイアスのかかったフィードバック

しか得られない可能性がある．品質面ではなく、機能面でのフィードバックを得るため

にも、ユーザーテストでは、現場実験レベルとは異なる技術的完成度で臨むべきである． 

  



4.12 10件のプロジェクトのまとめ 

 以下，表 4.12-1 にここまで紹介，分析したプロジェクトの概要をまとめる． 

表 4.12-1 プロジェクトの結果のまとめ 

  ユーザー

テスト 

概要 

MS 

マッスルスーツ 
実施後 

上市 

システム設計の分野に該当する提言が多く出された．

大学主導と企業主導の切り替え時期にリーダー変更に

よるトラブルが起きたが、全体的に順調に推移し、い

くつかの分野でのユーザーテストを経て当初計画とは

異なる分野で事業確立した 

DES 

被災度判定計 
実施後 

上市 

技術的な完成度は早くから高かった．事業開始前に基

礎技術開発は完了しており、事業内では設置やネット

ワークなどの周辺技術開発を中心に実施．現場の選定

を始めたのが遅く、想定顧客とのやり取りが遅れた以

外に大きな遅延はなく、プロジェクトを完了した 

SGR 

観光案内ロボッ

ト 

実施後 

一次中

断 

技術開発を行う大学と事業主体の企業間でのやり取り

に多少の問題が発生し、遅延が生じた。分散開発で管

理業務が煩雑になった．仕様はユーザーテストの打ち

合わせを通じて確認していたため、多少の問題とそれ

に伴う遅延が発生したが、プロジェクトを完了した． 

CR 

運搬ロボット 実施後 

上市準

備 

フェーズごとにカテゴリが適切に推移し，また，全般

に管理と内部要因が少ないことにある．十分な管理体

制のもとに，当初からユーザニーズを取り込んだ仕様

が作成され，途中でトラブルが生じても回復し．ユー

ザーテストを経て量産化が決定した． 

WAR 

歩行支援ロボッ

ト 

実施後 

再度開

発 

仕様の取りまとめを行う人間が不在で、様々な想定ユ

ーザーの言い分で複数の開発チームが並行開発をする

など、管理業務に難があった．ユーザーテストの計画

を初期から立てていたため、仕様の不徹底が修正さ

れ、遅延は生じたものの、プロジェクトを完了した． 

TPR 

テレプレゼンス

ロボット 

実施後 

開発凍

結 

仕様の取りまとめを行う人間が不在で、開発にいきな

り突入し、プロトタイプが出てくるまで他とのやり取

りが行われなかった。ユーザーテストの計画の中で多



くの手戻りをし、実験まで漕ぎつけたが、ニーズを反

映したプロトタイプになっておらず開発中止となった 

LPS 

健康提案システ

ム 

実施後 

開発凍

結 

開発への着手が遅く、想定ユーザーも実験直前まで見

つからなかった。仕様が現実に即したものにならず、

その上ニーズを反映していなかったため、いちおうの

ユーザーテストを経て開発中止となった． 

VCLS 

仮想同居システ

ム 
未実施 

開発への着手が遅く、想定ユーザーも見つからなかっ

た．そもそも人手不足などの理由でプロトタイプの開

発が完了できず、ユーザーテストにも不参加となっ

た． 

DIS 

災害情報システ

ム 未実施 

開発への着手が遅く、想定ユーザーも見つからなかっ

た．開発者がシステム全体の意図を把握しておらず，

何度も仕様のレビューを繰り返したり，仕様の変更を

繰り返したため，開発が遅延した．現場実験までは実

施したが、ユーザーテストにも不参加となった。 

  



4.13 提言の有用性とユーザーテストの有用性 

前節までに，10 件のプロジェクトで収集した 253 件の提言について説明した．本節

ではこのように収集した提言の有用性について述べる． 

提言は，大きく分けてシステム設計上の課題とプロジェクト運営についての課題に大

別できる．マッスルスーツの過誤的な利用への対策に関する提言はシステム設計上の課

題である．運搬ロボットのインフルエンザによる実験遅延と予備日の提言は，プロジェ

クト運営についての提言である．システム設計上の課題については，さらに，上述のマ

ッスルスーツの例のように着眼点等についての提言であって一般化しうるものと，歩行

支援機の段差乗り越え性能のように設計の中身そのものの提言とが存在する．後者のも

のは似たような機器を試作する場合には大きく参考になるがそれ以外の場合にはほと

んど有用ではない． 

提言は暗黙知であるがゆえに構造化が困難であり，収集した提言が全て一般化可能で，

かつ他のプロジェクトにとって有用性があるわけではない． 

また，立場によっても有用性は変化する．開発担当者にとっては，運搬ロボットの顧

客とのヒアリングの提言のような，提言はあまり参考にならないが，上述のマッスルス

ーツの過誤的な利用への対策は，共通の課題となりえる． 

そこで，提言の中でも，提言を活用する個人にとって，有用性があるもの，ないもの

を識別し，有用な情報だけを共有していく方法を検討する． 

本研究では，まず，提言そのものの有用性を確認するために，開発担当者，マーケテ

ィング担当者，事業責任者というような立場で実用化開発プロジェクトに参画したこと

がある経験者に，提言をすべて読んだうえで，その有用性の評価を依頼した．開発担当

者 1 人，マーケティング担当者２人，事業責任者 2 人の 5 人がすべての提言を読んだ

うえでの有用性の評価を実施した．253 件の提言について，非常に有用である，そこそ

こ有用である，まったく有用でないの三段階で評価をした． 

平均で約 30 件の提言について，有用であるという評価がなされ，100 件がそこそこ

と評価され，全く有用でないと評価されたのは残りの 120 件であった． 

 評価した人ごとに有用性の評価にはばらつきがあり，全員が有用であると評価した

ものもあれば，評価がわかれる提言も存在する．その理由は上述のように立場による

違いや，システム設計上の課題かどうかなどの理由であると考えられる．従って，読



む人の立場と，提言の内容をもとにした分類を実施することが必要である．次章で

は，第三章に示した分類法による提言分析法により，10 のプロジェクトの分析を実施

する． 

  



第５章 提言分析法の適用 

前章までに，提言分析法を提案し，提言そのものの有用性を確認した． 

ユーザーテストの成否は，技術の完成度だけでなく，商品仕様，開発組織，導入地域

などにも依存する．本章ではこれらを含めて第 3 章で述べた，３つの傾向 1)技術開発に

集中できるよう柔軟なプロジェクトマネジメントを実施し，2)ニーズの不確実性を早期に潰しな

がら，3)技術開発の不確実性を段階的に減らしている，に照らして 10 の実用化開発プロジ

ェクトの評価をする． 

5.1 分析手法 

前章では PDS サイクル WBS，経費支出，工数，提言分析法による可視化を試みた．

この中で，提言データが工数や投下資金等に比較してプロジェクト評価に有用であるこ

とを示した．本章での分析には，前章で収集した提言を下の表 5.1-1 ように分類した後，

それぞれの提言の分布を分析した． 

表 5.1-1 新たな提言分類法 

カテゴリ 
国際標準職業分類 

(経済指標) 
全体管理，技術開発，事務，渉外 

フェーズ 
厚生労働省ガイドライン 

(標準フェーズモデル) 

計画段階，実験室段階，現場実験段階，ユ

ーザーテスト段階 

ファクタ 
リスク分類 RBS 

(プロジェクトマネジメント) 
外部要因，技術要因，管理要因，内部要因 

 



 

図 5.1-1 提言分析法の定義 

図 5.1-1 は提言分析法のモデルを示す．提言の分類による比率から、プロジェクト運

営の柔軟性、ニーズの不確実性への対処度合、技術不確実性への対処度合を評価し，プ

ロジェクトの評価を行う手法である． 

また，本章で使う用語は下のように定義する． 

〇ユーザーテスト 

仮想的なニーズに基づいたコンセプトを、プロトタイプをもって、現場で想定顧客に

使用してもらうことで、商品化開発に進むための判断材料を収集するテスト 

〇ユーザーテストの成果物 

ニーズの見積もり（市場性の見積もり）・コストの見積もり・プロトタイプ 

〇ニーズの不確実性 

顧客の求める用途とプロジェクト側が把握する用途のずれについてのリスク．性能要

件．一般的な不確実性ではなく、プロジェクト実施者からみた不確実性 

〇技術の不確実性 

顧客が求める用途を、スケジュール内、予算内に技術で実現するうえでのリスク．一

般的な不確実性ではなく、プロジェクト実施者からみた不確実性 

〇プロジェクトマネジメント・その柔軟性 

技術の不確実性とニーズの不確実性に対して、人員・予算・スケジュールを割り振る

ことで対処する管理業務・その効率 

 



提言分析法によるプロジェクト運営の柔軟性、ニーズの不確実性への対処度合、技

術不確実性への対処度合の評価は具体的には次のように行う． 

〇プロジェクトマネジメントの柔軟性 

全体提言の中での技術カテゴリの割合（技術カテゴリの提言数/全提言数） 

 

〇ニーズの不確実性への対処 

外部要因の前半フェーズへの集中度（計画・実験室段階の外部要因の提言数/外部要因

の提言数） 

 

〇技術の不確実性への対処 

技術要因のフェーズ特定のフェーズへの集中度（1 – (技術要因が最も集中したフェー

ズの全フェーズに対する提言数割合)） 

  



5.2 提言分析法による各プロジェクトの評価 

5.2.1 マッスルスーツプロジェクトの提言分析 

図 5.2-1 はマッスルスーツのプロジェクトについて収集した提言を横軸をフェーズ，

縦軸をカテゴリごとの件数で表している．縦軸はフェーズごとに百分率で示している． 

 

図 5.2-1マッスルスーツの各フェーズにおけるカテゴリごとの提言分布 

マッスルスーツのプロジェクトでは，初期段階，ユーザーテスト段階でやや全体管理

の提言が多くなっているが，平均して全体の 30%程度である．初期段階から渉外を行

い，実験段階や現場実験では技術開発が多くなっている．正常な開発プロセスを経てい

るようにグラフからは読み取れる．ユーザーテスト段階で渉外と全体管理が大きく増え

たのは，想定顧客とのやり取りを行っただけではなく，この段階で顧客とのやり取りの

中で機能を絞り込み，最終製品仕様の絞り込みを行っていたからである．マッスルスー

ツのプロジェクトでは，それまで取り組んできたマッキンベン人工筋肉の電子制御技術

を保留して，エアで保持するタイプを先行的に上市した．こうした調整や顧客との調整

をこの段階で行っていた． 



図 5.2-2 はマッスルスーツのプロジェクトについて収集した提言を横軸をフェー

ズ，縦軸をファクタごとの件数で表している．縦軸はフェーズごとに百分率で示して

いる． 

 

図 5.2-2マッスルスーツの各フェーズにおけるカテゴリごとの提言分布 

 

マッスルスーツのプロジェクトでは，全体的に技術要因が非常に多い．技術に起因す

る様々な課題を解決していくことで進行するスムーズなプロジェクトであったことが

読み取れる． 

表 5.2-1 マッスルスーツの提言分析評価 

PM の柔軟性 ４５％ 

ニーズの不確実性への対処 ４０％ 

技術の不確実性への対処 ６７％ 

 



5.2.2 被災度判定計プロジェクトの評価 

図 5.2-3 は DES プロジェクトについて収集した提言を横軸をフェーズ，縦軸をカテ

ゴリごとの件数で表している．縦軸はフェーズごとに百分率で示している． 

 

図 5.2-3被災度判定計の各フェーズにおけるカテゴリごとの提言分布 

 

計画段階で全体管理の提言が存在している．これは，初期にプロジェクトの収益化計

画の検討など全体管理について作業をしていたためである．実験室段階では開発に注力

していることが読み取れる．これらは，議事録や現場の担当者の認識と一致した．この

ように，フェーズ毎の提言のカテゴリ割合は，実際にあげた成果，すなわち有効作業を

反映する．これは，提言数が得られた知識量に比例し，探索的研究開発では，知識の獲

得が作業の主体のためである． 

渉外業務が現場実験段階で急増し，多くの割合を占めている．これが，DES の開発

プロセス上の問題点になっている．それまで一切渉外業務をしていなかったために，現

場実験段階になってようやく実験を行う場所を探し始め，結果として実験手順の調整が

不十分となった．このように，運営上の問題点も提言分析により発見される． 

 



 図 5.2-4 はフェーズごとのファクタ比率を示す． 

 

図 5.2-4 被災度判定計 フェーズ毎の提言ファクタ分布 

 

ファクタの分布からは全般的に内部要因や組織要因が非常に少ないことが読み取れ

る．これはプロジェクトグループ内部や他グループとの連携においてスムーズであ

り，開発の手戻りなども大きくは発生せずに進んだことを示している． 

 

表 5.2-2 被災度判定計の提言分析評価  

PM の柔軟性 ４３％ 

ニーズの不確実性への対処 ４２％ 

技術の不確実性への対処 ３３％ 

 

  



5.2.3 介護運搬ロボットプロジェクトの評価 

 図 5.2-6 に，提言数のフェーズごとのカテゴリ比率を示す． 

 

図 5.2-6介護運搬ロボット フェーズ毎の提言カテゴリ分布 

 

計画段階では全体管理が最も多く，次いで渉外，技術である．実験室段階で技術が増

え，現場実験とユーザーテストで渉外が増えている．これは各フェーズで本来作業に集

中し，かつ次段以後の準備も行っていることを示す．前章で失敗したプロジェクトに見

られたような渉外の遅れや，全体管理の欠如，過度な技術開発への集中も見られない．

実際に，ユーザーテストはメディアで報道されるほどに注目され，量産化に向けてプロ

ジェクトは着々と進行している． 

図 5.2-7 にフェーズごとのファクタ比率を示す．すべてのフェーズで外部要因と技術

要因の和が過半である．これらの課題は短期に解決可能な場合が多く，実際にも大半の

課題は解決した．実験室段階で内部要因が増加している．これは，ハードウェアとソフ

トウェア開発者の間にコミュニケーション不足があり，開発が遅延したことを示してい

る． 



 

図 5.2-7 運搬ロボット フェーズ毎の提言ファクタ分布 

 

本プロジェクトの特徴は，フェーズごとにカテゴリが適切に推移し，また，全般に管

理と内部要因が少ないことにある．十分な管理体制のもとに，当初からユーザニーズを

取り込んだ仕様が作成され，途中でトラブルが生じても回復し．ユーザーテストを経て

量産化が決定した過程が可視化されている． 

 

表 5.2-3 運搬ロボットの提言分析評価 

PM の柔軟性 ２８％ 

ニーズの不確実性への対処 ４１％ 

技術の不確実性への対処 ６４％ 

 

  



5.2.4 歩行支援ロボットプロジェクトの評価 

図 5.2-8 は WAR プロジェクトについて収集した提言を横軸をフェーズ，縦軸をカテ

ゴリとして分類した図である． 

 

図 5.2-8 歩行支援ロボットの各フェーズにおけるカテゴリごとの提言分布 

 

全体管理に関して計画，実験室の段階でほとんど提言がなく，有効な作業がされてい

ないことが読み取れる．このため各段階で，担当者が配置されないための開発の中断，

仕様書等文書の喪失，開発仕様の頻繁な変更などの障害が発生した．後半のフェーズで

もなお開発に相当程度の有効作業が発生していることからも，仕様変更による開発工数

の増大が理解される．この結果一貫した開発が行えず，ユーザーテストを行うも，商品

化に至らずに差し戻しとなった． 

後半で全体管理業務が増えているのは，前半の全体管理が不十分だったためである．

開発チームが，複数の潜在顧客向けに複数乱立し，試作機が複数でき，それらの調整が

行われた． 

渉外業務が計画段階で発生していることが読み取れる．これは，屋外で使うロボット

に関しては，道路交通法など関連する法規制が多いためである．外部を巻き込んだユー



ザーテストについては，よく準備されていることがわかる． 

実験室段階では過大に開発に集中していることが読み取れる．これは技術の完成度が

低く，開発に集中せざるを得なかったことによるもので，その後の作業を遅らせた． 

 

図 5.2-9 歩行支援ロボット フェーズ毎の提言ファクタ分布 

本プロジェクトでは以下のような提言が出されている．「アクティブキャスタの最高

速度が公道走行の規制を受ける時速 6km を超える可能性があるため，現地警察へのが

必要」「歩行支援ロボットの後輪は，固定すれば直進性が増し，自由輪にすれば旋回性

能が向上する．どちらを優先するかは導入場所に依存する．今回のスーパー内実験では，

現地ヒアリングにより，旋回性能を優先した」これらは，実験室や現場実験段階で法規

制や顧客に配慮し，外部と連携を取りながら進めていたために出てきた提言である．こ

のようにユーザーテストの準備は適切に行われている． 

本プロジェクトの特徴は，内部要因と管理要因という組織固有の問題が多く，無駄な

作業を多く行っている．早くから渉外を行ったためユーザーテストまで進んだが．そこ

で想定用途でのニーズの低さが判明し，別用途での開発へ差し戻しとなった．現在，災

害対策からリハビリに用途を変更し，開発を継続している． 

 



表 5.2-4 歩行支援機の提言分析評価 

PM の柔軟性 ４３％ 

ニーズの不確実性への対処 ８％ 

技術の不確実性への対処 ５０％ 

 

  



5.2.5 観光案内ロボットプロジェクトの評価 

 図 5.2-10 は SGR プロジェクトについて収集した提言を横軸をフェーズ，縦軸をカ

テゴリとして分類した図である．なお，本章の分析の時点ではユーザーテストをまだ行

っていなかった段階であったため，その提言がでていない． 

 

図 5.2-10観光案内ロボットの各フェーズにおけるカテゴリごとの提言分布 

 

①からは，計画段階で，全体管理とともに渉外に多くの時間を割いていることが読み

取れる．これは，導入現場からの要求を開発に取り入れるため，開発初期段階から導入

現場を探したためである．②からは，実験室段階では開発に集中していることが読み取

れる．これらの有効作業も議事録や現場担当者の認識と一致している． 

③にみられるように，現場実験段階で「その他」の提言がでている．この内容は，大

学との共同研究開発に関するもので，開発内容まで契約段階から詰め，契約責任者であ

る教員との打ち合わせの場に，実際に作業を担当する学生を同席させるべきという提言

である．大学の担当者は留学生だったため，言語の問題でミスコミュニケーションが起

きた．現場実験段階になって，大学での開発物が要望と違うことが判明したために，こ

の提言がなされた．この障害は，実際には現場実験より前のフェーズに起因している．



「その他」の提言については，複数カテゴリ・フェーズにまたがるものが入ることがあ

るため，提言の数だけでなく内容まで把握しないと原因分析が正しく行えない． 

 

 

図 5.2-11 観光案内ロボット フェーズ毎の提言ファクタ分布 

図 5.2-11 は，提言件数を横軸をフェーズ，縦軸をファクタの比率で示した図である．

すべてのフェーズで外部要因が最も多く，技術要因も多い．外部要因は利用環境を変え

れば解決し，技術要因もアイデア創出により解決する．ともに管理と内部要因に比べ解

決が容易であり，全体進捗への影響は小さい． 

提言例として，フェーズは計画，カテゴリは渉外，ファクタは外部の例を示す．「ロ

ボットへの期待値の高さにより見込み顧客から商品化不可能な仕様を求められるため，

現状技術の説明をしっかり行う必要がある．」これは計画段階からニーズとシーズを整

理し，かつ顧客に説明することで，責任ある現実的な開発計画を策定したことを示して

いる．開発は順調に推移し，製品への顧客満足度も高かった．このように，提言の分類

と分析により，プロジェクトの評価と成功原因の推定が可能となる． 

 

 



表 5.2-5 観光案内ロボットの提言分析評価 

PM の柔軟性 ２６％ 

ニーズの不確実性への対処 ４３％ 

技術の不確実性への対処 ６４％ 

 

  



5.2.6 テレプレゼンスロボットプロジェクトの評価 

図 5.2-12 は TPR プロジェクトについて収集した提言を横軸をフェーズ，縦軸をカテ

ゴリとして分類した図である． 

 

図 5.2-12 テレプレゼンスロボットの各フェーズにおけるカテゴリごとの提言分布 

 

TPR ではプロジェクト全体の構成や人員配置など組織づくりをすることなくいきな

り開発に突入している．現場実験段階に入ってようやく全体管理や渉外をはじめており，

ユーザーテスト段階では，渉外に集中しているのが読み取れる．開発は正常に進行して

おらず，抜本的な対策を全体管理で講じることもなかったため，後半で開発が中断し，

最終的にユーザーテストで開発中止の判断となった． 



 

図 5.2-13 テレプレゼンスロボット フェーズ毎の提言ファクタ分布 

計画段階は技術開発への集中がみられるが，原因は管理要因である．具体的には要求

仕様の確定に関する提言であった．実験室段階は十分な開発が行われ，順調に推移した

が，ユーザーテストでは当初目標が曖昧であったために管理要因の提言が増大した．  

本プロジェクトの特徴は，管理体制が脆弱であったため，仕様策定が不十分なまま開

発とユーザーテストを行い，無駄な開発と渉外を行なったことにある． 

 

表 5.2-6 テレプレゼンスロボットの提言分析評価 

PM の柔軟性 ４４％ 

ニーズの不確実性への対処 ０％ 

技術の不確実性への対処 ８０％ 

 

  



5.2.7 健康提案システムプロジェクトの評価 

図 5.2-14 は，LPS プロジェクトについて収集した提言を，横軸をフェーズ，縦軸を

カテゴリとして分類した図である． 

 

図 5.2-14 LPSの各フェーズにおけるカテゴリごとの提言分布 

 

①からわかるようにこのプロジェクトでも，計画段階で全体管理以外の作業がないこ

とが読み取れる．開発への着手がなかったため，仕様が現実に即したものになっておら

ず，本格開発が遅れた．さらに，③でわかるように，渉外も遅れたために，想定ユーザ

ーの意向も取り入れることなく開発が進み，結果としてユーザーテストまでは至ったが，

ニーズが不明であるという結論に至っている． 

 



 

図 5.2-15 健康提案システム フェーズ毎の提言ファクタ分布 

  

ファクタの分布で見てみても管理要因が多いことがわかる．プロジェクトの主導に

問題があり，計画がきちんと立案されないまま，実験室段階で強引に開発を進め，結

果として現場実験段階以降でも管理要因などにより，全体運営にかかわる作業をせざ

るを得ず，プロジェクトとして正しく進まなかったことがわかる． 

 

表 5.2-7 健康提案システムの提言分析評価 

PM の柔軟性 ２１％ 

ニーズの不確実性への対処 ０％ 

技術の不確実性への対処 ３３％ 

 

  



5.2.8 仮想同居システムプロジェクトの評価 

図 3.2-5 は，VTLS プロジェクトについて収集した提言を，横軸をフェーズ，縦軸を

カテゴリとして分類した図である．  

 

図 5.2-16仮想同居システムの各フェーズにおけるカテゴリごとの提言分布 

 

計画段階で全体管理以外の作業がないことが読み取れる．開発への着手がなかったた

め，仕様が現実に即したものになっておらず，本格開発が遅れた．計画段階は提言が 1

件しかなく，DES でも 2 件，WAR でも１件と少ない．これは，計画段階はノウハウの

獲得が少なく，提言が出にくいためである．これらでは，提言数の比率は意味がないた

め，提言の有無で有効作業を評価している． 

実験室段階では開発に集中していたことが読み取れる．これは開発開始が遅れたため

に，開発以外の時間がとれなかったためである． 

現場段階で全体管理が急激に増えていることを示している．これは開発要員の不足が

判明したためである．少ない要員での開発に移行するため，全体の計画や戦略の練り直

しの必要が発生し，全体管理業務が増大した．最終的に VTLS はユーザーテストへ到達



することなく開発が凍結された． 

 

図 5.2-17 仮想同居システム フェーズ毎の提言ファクタ分布 

 

計画段階から管理要因が多く，実験室段階で内部要因が発生している．これは，組織

体制に問題があったことを示す．現場実験では機材が間に合わず，以下の提言が出され

た．「人手不足で開発が遅れたため，サービス業者が集めていた協力者に参加を断られ

た．実験協力者を募る場合は開発が遅れないように余裕をみておくべき．」遅れの原因

は開発者の人数不足にあり，組織構成に問題があった． 

本プロジェクトの特徴は，計画段階で全体管理のみが行われ，また，管理と内部要因

が多いことにある．要員不足により開発が進まず，計画変更も行われなかった． 

 

 

 

 



表 5.2-8 仮想同居システムの提言分析評価 

PM の柔軟性 ３１％ 

ニーズの不確実性への対処 ２０％ 

技術の不確実性への対処 ０％ 

 

  



5.2.9 災害情報システムプロジェクトの評価 

 図 5.2-18 は，DIS プロジェクトについて収集した提言を，横軸をフェーズ，縦軸

をカテゴリとして分類した図である． 

 

図 5.2-19 DISの各フェーズにおけるカテゴリごとの提言分布 

 

 ①から読み取れるように，このプロジェクトでも，計画段階で全体管理以外の作業

がないことが読み取れる．開発への着手がなかったため，仕様が現実に即したものにな

っておらず，本格開発が遅れた．さらに，③でわかるように，渉外も遅れたために，想

定ユーザーの意向も取り入れられずに開発がなされた．②から，実験段階でも技術開発

より全体管理が多くなっていることがわかる．これは，開発者がシステム全体の意図を

把握しておらず，何度も仕様のレビューを繰り返したり，仕様の変更を繰り返したため，

開発が遅延した．最終的に災害そのもののユーザーテストが困難であることと，想定ユ

ーザーが見つからなかったことからユーザーテストに至らなかった． 



 

図 5.2-20 災害情報システム フェーズ毎の提言ファクタ分布 

 

 計画段階から管理要因の比率が高く，リスクの兆候が見える．管理要因の内容は，

頻繁な計画および仕様変更であった．仕様変更は渉外の遅れによるもので，実験室段階

から，作業全体が遅延した． 

本プロジェクトの特徴は，カテゴリでは順調に見えるが，実態は無駄な開発が行われ，

それがファクタから推察できる点である．管理要因によってユーザーテストに至らなか

った． 

表 5.2-9 災害情報システムの提言分析評価 

PM の柔軟性 ３０％ 

ニーズの不確実性への対処 ０％ 

技術の不確実性への対処 ０％ 

  



5.2.10 スマート安全靴プロジェクトの評価 

図 5.2 -21 に，提言数のフェーズごとのカテゴリ比率を示す． 

 

図 5.2-21 スマート安全靴 フェーズ毎の提言カテゴリ分布 

 

 全体を通して全体管理をしっかりと行うように人員配置や計画の周知などを行っ

たため，全体管理が全フェーズで確認できる．また，最初期から渉外として想定顧客

との接触を，担当を定めて行っていたため，これも確認できる． 

 図 5.2-22 にフェーズごとのファクタ比率を示す． 



 

図 5.2-22 スマート安全靴 フェーズ毎の提言ファクタ分布 

 

 全段階でプロジェクト固有の問題（技術と外部要因）が多い．組織固有の問題に

関しては，プロジェクト前半では管理要因が多いが，後半では内部要因が多くなって

いる．これは前半で管理要因での作業が増えたため，後半では担当や分業間でのコミ

ュニケーションを増やし，組織としての運営に努めたためである． 

 スマート安全靴の開発プロジェクトはユーザーテストによりニーズが確認され，

現在量産化に向けて開発を検討している段階である． 

表 5.2-10 スマート安全靴の提言分析評価 

PM の柔軟性 ４３％ 

ニーズの不確実性への対処 ４４％ 

技術の不確実性への対処 ４２％ 

 



5.3 提言分析結果 

表 5.3-1 10プロジェクトの提言分析評価 

 

 表 5.3-1 は 10 件のプロジェクトに対する提言分析評価の結果である．数字は現段階

では相対評価であり，5.1 に定めたように計算される． 

〇プロジェクトマネジメントの柔軟性 

全体提言の中での技術カテゴリの割合（技術カテゴリの提言数/全提言数） 

 

〇ニーズの不確実性への対処 

 
PMの柔軟性 ニーズ不確実性対処 技術不確実性対処 

MS 

マッスルスーツ 
45% 40% 67% 

CR 

介護施設運搬ロボット 
28% 41% 64% 

SGR 

観光案内ロボット 
26% 43% 64% 

SS 

スマート安全靴 
37% 44% 42% 

DES 

被災度判定計 
43% 42% 33% 

WAR 

歩行支援ロボット 
43% 8% 50% 

TPR 

テレプレゼンスロボット 
44% 0% 80% 

LPS 

健康提案システム 
21% 0% 33% 

VCLS 

仮想同居システム 
31% 20% 0% 

DIS 

災害情報システム 
30% 0% 0% 



外部要因の前半フェーズへの集中度（計画・実験室段階の外部要因の提言数/外部要因

の提言数） 

 

〇技術の不確実性への対処 

技術要因のフェーズ特定のフェーズへの集中度（1 – (技術要因が最も集中したフェー

ズの全フェーズに対する提言数割合)） 

４０％を超えたものを赤字で示している．ユーザーテストに成功したものは３つの数

字が高い傾向にあり，本章で追加したマッスルスーツ，運搬ロボット，観光案内ロボッ

ト，スマート安全靴の分析にもこの傾向はみられる． 

  



5.4 考察 

提言分析法についての考察を記す． 

絶対数と比率について，本研究では、提言の比率を扱っている．少数しか出ていない

提言の比率が高い、という評価と、多数出た提言の比率少では、提言数としては逆転し

ている．提言の件数は出した人の記憶や性質に左右されるが、提言の比率は、その提言

を出した人の課題意識に依存し、その人の作業割合という観点では提言数の多寡にかか

わらず、実情を示していると考えられる 

また、本研究では、ユーザーテストにも至らないようなプロジェクトが存在し、予算

額としても比較的少額のものばかりを取り扱っている．開発の実情としては、多くの自

治体から出されている研究開発補助は数百万円規模のものが多く、事例の数としてはそ

ちらのほうがむしろ多い．予算額が大規模なプロジェクトについては、技術やニーズの

不確実性がこうした小規模のプロジェクトよりも、事前に潰されて確実な運営がなされ

ることから、本手法は適用できないと考えられる． 

件数ベースでは、大規模なプロジェクトよりも小規模で低レベルのプロジェクトのほ

うが数が多い．その中で商品化に至らないプロジェクトがあることについて、次のよう

に評価できる．商品化に至らないまでも、本研究で収集したように、技術や顧客に対す

る暗黙知が実施者に蓄積される．実際に新規技術への挑戦によって、別の受注案件を獲

得した企業もある．産業振興を本質とする補助金制度としては、商品化に至らなくとも、

こうしたプロジェクトを実施する意義は決して低いとは言えない． 

 

図 5.4.1 ユーザーテスト段階における各提言の数 

技術、ユーザーテストにおいては特に顧客の知見を収集できることに意義がある．ユ

ーザーテストで多くの提言が出されたのは歩行支援機と健康提案である．健康提案は、



産業技術総合研究所が主体のプロジェクトで、商品化につながらなくとも様々な情報の

収集がなされた．歩行支援機は災害避難用途でのニーズはないと判定されたが、介護リ

ハビリ用途でのニーズがみつかり、現在そちらの分野での実証実験や試験導入を行って

いる．テレプレゼンスロボットのように、ほとんど提言も出されないようなケースでは、

ニーズがないと判断された時点でプロジェクトが終了し、現在は何の活動もない． 

 このように、ユーザーテストを行うことで、知見が残れば、協力の枠組みが残り、

これも産業振興の一側面と考えられる． 

 表 5.4-1 は実用化開発プロジェクトの結果とその後を示す． 

表 5.4-1 10件の実用化開発プロジェクトの結果 

 

 ユーザーテスト 後プロセス 

MS 

マッスルスーツ 
実施 上市 

DES 

被災度判定計 
実施 上市 

SS 

スマート安全靴 
実施 上市予定 

CR 

介護施設運搬ロボット 
実施 上市予定 

SGR 

観光案内ロボット 

実施 

 
一次中断 

WAR 

歩行支援ロボット 

実施 

 
開発からやり直し 

TPR 

テレプレゼンスロボット 
実施後 開発凍結 

LPS 

健康提案システム 
実施後 開発凍結 

VCLS 

仮想同居システム 
未実施 × 

DIS 

災害情報システム 
未実施 × 



 マッスルスーツ，被災度判定計，介護施設運搬ロボット，スマート安全靴は途上か

上市完了かの違いはあれど，ユーザーテストを実施し，その結果上市判断が下り後のプ

ロセスが進行している．観光案内ロボットはニーズは確認されて上市判断は下ったが，

その後中断となっている．歩行支援ロボットは用途についてフィードバックがあったた

め，開発からやり直しとなっている．テレプレゼンスロボット，健康提案システムはユ

ーザーテストまで到達したものの，ニーズがないと判断されて開発凍結となった．仮想

同居システムと災害情報システムはそもそもユーザーテストまで到達しなかった． 

今回の提言分析により抽出されたプロセス管理の課題は，以下のようにも一般化でき

る．WAR のように①計画段階では過小な全体管理は後に開発体制の混乱を招く．一方

で，VTLS のように②計画段階で開発に着手をしなければ仕様の確定が遅れる．同じく

VTLS のように③実験室段階で過大に開発に集中することは，技術の完成度の低さを意

味し，開発の遅れを招く．DES のように④現場実験段階では，それまでに渉外を行っ

ておらずにこの段階から取り組み始めると，潜在顧客の選定に困難が生じ開発を遅らせ

る．当初から渉外を行ってうまくいっているのは SGR や WAR である． 

以上から，提言分布と事業の成否には以下の関係が読み取れる．①計画段階では過小

な全体管理は後に開発体制の混乱を招く．（WAR の事例）②一方で全体管理のみを行い，

開発に着手をしなければ仕様の確定が遅れ，開発を遅らせる．（VCLS）③実験室段階で

過大に開発に集中することは，技術の完成度の低さを意味し，開発の遅れを招く．

(VCLS)④現場実験では，早期の準備が必要である．この段階から取り組むと，潜在顧

客が選定できず，実施が遅れる．(CDIS)計画段階から渉外を行えば成功する．（SGR，

CR）． 

図 5.4-1 に，プロジェクトごとのファクタの比率を示す．ユーザーテストに達した左

の 6 プロジェクトでは，技術と外部要因の和が 50％を超えている．さらに，上市可能

と判断された左の４プロジェクトでは 70％を超えている．これより組織固有の問題

（PM と内部要因）ではなく，プロジェクト固有の問題（技術と外部要因）に集中でき

たプロジェクトほど成功することがわかる．組織固有の課題が多い場合，商品開発に関

わらない無駄な作業が増えるためである． 

 



 

図 5.4-1 各プロジェクトのファクタ分布 

 プロジェクトの提言数のフェーズごとのカテゴリ比率について，いくつかの有用な

示唆があることを示した．その他の関係について以下に示す． 

 図 5.4-2 にプロジェクトの固有ファクタ（外部要因・技術要因）率を示す． 

 

図 5.4-2 プロジェクトの固有ファクタ率 

 

 外部要因や技術要因が高いということは，組織や PM 的な要素での有効作業量が

少ないことを意味し，顧客や市場，技術開発へ効率よく作業を割り振ることができたこ



とを示す．従って，固有ファクタ率が高いほど，実用化開発プロジェクトの成功率は高

くなると考えられ，グラフと一致する．9 件のプロジェクトでは固有ファクタ率の有効

水準を示すことは困難であり，この点は今後の課題である．今回集めた事例は，開発技

術がソフトウェアから部品までと広く，また，技術の完成度や組織構成がプロジェクト

ごとに異なる．このため，利用者から見れば，自身のプロジェクトに近いプロジェクト

が少ない． 

図 5.4-3 に各プロジェクトのファクタ網羅率を示す．網羅率は４つのフェーズで全て

で技術要因，外部要因，内部要因，管理要因の４つのファクタの、つまり１６分類の提

言が存在する場合を 100%と定め、これがグラフの 100%に該当する． 

 

図 5.4-3各プロジェクトのファクタ網羅率 

 

 概ねユーザーテストまで到達し，ニーズの評価がされたものは高い結果となってい

るが，マッスルスーツや被災度判定計は歩行支援ロボット同程度で低いうえ，失敗した

プロジェクトとの有意な差もない．内部要因や管理要因は前述の通り少ない方がプロジ

ェクトの成功率は高くなることから，ファクタ網羅率と実用化開発プロジェクトの成否

には有意な関係はないといえる． 



図 5.4-4 にプロジェクトのカテゴリ網羅率を示す．グラフ上の 100％はすべてのフ

ェーズで全体管理，技術開発，渉外，事務，その他の５つのカテゴリの提言が存在す

ることを示す． 

 

図 5.4-4 プロジェクトのカテゴリ網羅率 

 

 全フェーズを通してのカテゴリ網羅率は上市，あるいはユーザーテスト到達との

有意な関係は読み取れない．カテゴリ別の作業は，事務やその他などそもそも出るか

どうかわからないカテゴリを含むうえ，全フェーズで出るかどうかはプロジェクトの

成否とは関係がないと考えられる． 

 

 

 

 

  



5.5 結論 

ユーザーテストを含むロボット開発プロジェクトのプロセスを評価する手法として，

提言分析法を提案し，10 件の開発事例に適用した． 

ユーザーテストに成功したプロジェクトは 

1)技術開発に集中できるよう柔軟なプロジェクトマネジメントを実施し 

2)ニーズの不確実性を早期に潰しながら 

3)技術開発の不確実性を段階的に減らしている 

以上の傾向が，4 件の新規プロジェクトについても、同様であることが確認できた．

限定的ではあるが、妥当性を確認した． 

提言分析手法は，進行中のプロジェクトの中間的な評価であるステージゲート法 

[25]への応用も可能であることは第 3 章に示した．ステージゲートは多くのプロジェク

トの審査で実施されるため，週報をベースとした提言によってグラフィカルに課題の抽

出や実態の把握がでることは有用である．  

 

  



第６章 提言の応用としての提言データベース 

前章において，提言分析を行ってプロジェクトの事後評価をおこなった．さらに提言

がプロジェクトの運営改善に資するには，無数の提言の中から，閲覧者にとって有益な提言を

抽出する必要がある．本章では，提言分析法で利用した分類法をもとに，情報推薦の仕組

みの一つである内容ベースアプローチの手法に従い，提言をフェーズ・カテゴリ・ファクタの３

つの特徴量と紐づけてデータベース化することで，特徴が近似する提言が提示される仕組み

を提案する．すなわち，提言データベースの活用を促すためのデータベース構造につい

て検討する． 

第４章において提言の有用性を確認したが，提言数はプロジェクトごとに増加し，す

べてを読むことは現実的ではない．また，読む人によって提言の有用性が変わることも

わかった．したがって，提言を活用するには，自分が実施中のプロジェクトに有益な提

言を，無数の提言から抽出する手法が必要である．これには，開発品の類似性だけでは

なく，技術と市場の成熟度，法規制の強さ，開発の段階，開発組織の構成なども影響す

る．例えば，スマートシューズとマッスルスーツでは，開発品は異なるが，どちらも身

に着ける道具のため，安全管理で共通する提言が存在する．本章では，開発品ではなく

提言の類似度によって，有益な提言を抽出する方法を提案する．類似度の最も簡単な計

測方法は，提言を複数の評価軸で分類し，分類の一致度が高いほど距離が近いとする方

法である．これには，網羅的かつ事業の特徴を表現できる分類が適すると考え，前章で

述べた分類を用いることとする． 

6.1 データベースの構造 

一般的なリレーショナル型のデータベースは検索エンジンを利用しての検索が可能

であるが，情報があまりに多い場合には，目的のデータにたどりつけない情報過多

（information overload）に陥る．特に，本研究が対象としている提言のような暗黙

知のデータについては，ユーザーに対して未知の事項や見落としている事項を気づか

せることが重要である．情報検索に関する研究では，顕在的ニーズに対しては情報検

索が有効であり，潜在的ニーズに対しては情報推薦が有効であるとしている [40]．本

論文と同様に，研究開発における暗黙知のデータベース化を試みた研究では，単なる

検索エンジンの搭載にとどまっており，検索手法に関する検討が必要としながらも，

結論を出していない．本研究で構築する提言データベースでは，情報検索は当然であ

るが，情報推薦についても実施できるように，データベースの構造を規定する． 



 

6.1.1 レコメンダーシステムについての先行研究 

情報推薦システム＝レコメンダーシステムとはユーザーの特徴に関するデータベー

スとアイテムの特徴に関するデータベースを利用して，特定のユーザーの未活用アイ

テムに関する選好を推定し，それを推薦するシステムである．従来研究におけるレコ

メンダーシステムは，利用者によるデータの入力，その利用者の嗜好の予測，推薦の

提示の 3 段階で実行される．特に嗜好の予測に関しては様々な研究が行われており，

大きくは内容ベースフィルタリングと協調フィルタリングに分けられる [40]． 

協調フィルタリングはある程度のデータセットが揃っていることを前提に，予測を

立てるもので，インターネット通販をはじめとしたさまざまな WEB サイトで実装さ

れている [41]．協調フィルタリングでは，推薦される情報の特徴ではなく，被推薦者

の評価履歴などをもとに，同様な評価履歴を持つユーザーを探し，被推薦者がこれま

でに評価したことの無いアイテムの推薦を行う．セレンディピティ(serendipity) と呼

ばれる，目新しさに，思いがけなさ，予見のできなさ，または意外性を持った推薦可

能となる．これまでになかった知見を得られるという点で，提言データベースの趣旨

に合致する．しかしならが，協調フィルタリングを実施するには，ある程度のデータ

セットが必要である．コールドスタート問題と呼ばれるが，閲覧や評価履歴などのユ

ーザーの活動履歴がなければ，「同様な評価履歴を持つユーザーを探す」ことはできな

い． 

協調フィルタリングは，これに対して，図 6.1-1 のようなデータセットで規定され

る． 

 

 



図 6.1-1 協調フィルタリングのデータモデル 

 

協調フィルタリングとは，全ユーザーの過去の選好データを利用してユーザー近似

度を定義し，一定のユーザー群の選好データから，ある特定ユーザーの未知のソリュ

ーションに対する選好を推定する手法である．他人の意見を採用する口コミ方式であ

るとの説明がされることもあり，嗜好の似ているユーザーを定義し，そうした他のユ

ーザーの過去の行動の履歴から予測を行う． 

対象となるアイテム群への知識を必要とせず，データセットさえそろっていれば構

築でき，システム実装へのハードルは高くない． 

ただし，過去の行動履歴が存在しない場合には当然推薦を行うことはできず，アイ

テムの中には全く推薦に登場しないものも出てくる． 

従って，協調フィルタリングを実施できるだけのデータを収集するために，上述の

ような WEB サイトは単なる検索システム，あるいは内容ベースアプローチによる推

薦を初期に実施する．本研究では，協調フィルタリングを実施するために活動履歴を

ためることが困難であるために，まずは内容ベースアプローチによるデータベースを

作成する． 

内容ベースアプローチとは，全アイテムの特徴への選好を当該ユーザーについて収

集していき，既知の特徴への選好から未知のアイテムへの選好へを推定する手法であ

る．システムを構築する側が全アイテムについての知識，いわゆるドメイン知識を持

っていることが前提となる．その上で，どの特徴量をシステムの中で使用するかを定

義し，アイテム間の近似度を定義する． 

従ってデータベース自体の構造，データセットの定義によっても予測精度が決定さ

れる．アイテムのドメイン次第で最適な構造は違い，システム実装へのハードルは比

較的高い．その反面で少数派の意見を反映させたり，全てのデータセットを表示させ

たり，といったシステムにすることも可能であり，利用データの蓄積されていない最

初期でも適切な推薦が可能である．図 6.1-2 に内容ベースフィルタリングのデータモ

デルを示す． 

 



図 6.1-2 内容ベースフィルタリングのデータモデル 

 

すべてのアイテムについて，予め定めたすべての特徴 Spec_a～Spec_n までの評価

Saiを入力しておく．ユーザーa の Spec_b に対する嗜好が明示的あるいは黙示的に取

得できたとして，このユーザーa の既知の嗜好パターン{A1, A2 , …, An}がわかった

時，すべてのアイテムの中で，この特徴パターンに近いものを推薦する．上述の通

り，特徴に関する Spec_a～Spec_n の設計次第で予測精度が大きく左右される．提言

分析法に使用する場合は，item がプロジェクトに該当し，フェーズ，カテゴリ，ファ

クタの各分類が spec に該当する． 

  

 

6.1.2 データベースの構造 

 前項で述べた内容ベースフィルタリングのデータモデルで提言データベースを作

成する．それには，提言データを格納するテーブルと，提言データの特徴を格納する

テーブルが必要である．表の列である item はプロジェクト，行である spec には分類

を用いる．そして既存のプロジェクトに対して，提言数比を spec ごとに記入する．こ

れで既存プロジェクトの特徴を表す．現在進行中のプロジェクトに対して提言数比を

代入すると，類似の開発状況にあった既存プロジェクトを検索することができる． 

 図 6.1-3 に提言データベースの ER 図を示す．ER 図とはデータベースの各項目

（カラム）と関連を示す図であり，各テーブル同士がどの項目によって関連している

かを示す． [42]なお，構造を示すための図であるために，作成日や更新日などを含め

た管理系に属する項目は図から排除している． 

 提言データは提言テーブル（TBL）に格納される．提言タイトルと本文がデータ

の中身であり，プロジェクト ID で，プロジェクトテーブルで管理するプロジェクト

に紐づけられる．タグはタグテーブルに登録され，分類も行えるように TBL タグ分類

テーブルを作成している．提言とタグは検索用の提言タグ検索テーブルによって多対

多で紐づけられている．推薦関連以外のテーブルは正規化されており，タグの変更や

追加なども容易に実行できる． 



 

図 6.1-3 提言データベース ER 図 

 

内容ベースアプローチによる推薦を行うための補足データのテーブルが内容ベース

推薦テーブルである．提言とタグの方式による場合，タグが 5.1.1 で説明した特徴に

等しくなっている．基本的には，同一タグの提言を推薦していくことになるが，推薦

順位が決まらない為，有効度という概念を導入し，内容ベース推薦のテーブルに登録

する．この有効度は，A：役に立つ，B：多少役に立つ，C：役に立たない，の三つか

ら選択する閲覧者による提言に対する評価である．提言の有効度を推薦アルゴリズム

に含めることで，役に立たない無駄な提言を表示しなくなり，提言データベースの可

用性があがる．また，この評価は協調推薦のデータベースにも格納される． 

  

現時点では推薦するに足るだけのデータセットはためられていないが，協調フィル

タリングのデータとしては，上述の評価データと提言の閲覧回数などのセッション情

報が記録される．ただし，すべての閲覧者のデータを記録することは妥当ではない．

一つの提言しか見ずに閲覧をやめてしまったような閲覧者の情報は推薦の根拠とする

には乏しい．本提言データベースでは，例えば 5 個以上の提言を閲覧した閲覧者の活

動履歴を保管する． 

 

  



6.2 提言の分類とその妥当性 

前節ではデータベースの構造について規定した．本節ではレコメンドに使用するた

めの提言の分類について，議論する．前章で分析に使用した提言分類を基本とする

が，これまでに使用したいくつかの分類との比較を行う． 

情報の分類についての従来研究はテキストマイニングなど自動的な分類に軸を移し

ている． [34]過去には，UDDI (Universal Description, Discovery and Integration)な

ど，ＷＥＢサービス用のメタデータ・分類の研究などがされていたが，現在はほぼ利用

されていない．しかしながら，こうした自動分類手法を用いるには，大量のデータが必

要であり，200 件程度のデータでは困難である．こうした従来研究の教師付き学習の教

師として利用される分類としては日本電子化辞書研究所（EDR）の概念体系辞書が利用

される [35]．この概念は，｛主体，ものごと，事象，位置，時｝の 5 つに大きく分類さ

れる．これをもとに，提言の分類を考える． 

主体は，提言の場合は，提言を出した人間あるいは閲覧する人間である．これらの分

類は，年齢や性別などもあり得るが，プロジェクトの開発についての提言であることか

ら，作業内容や職位といった観点によるものが望ましいと考えられる． 

ものごとは，対象物や識別名などでの分類であるが，開発プロジェクトを分類すれば

よいと考えられる． 

事象は，起きた現象や変化による分類である．これは作業内容や，その因果関係など

の観点での分類となる． 

位置は場所であるが，開発プロジェクトの開発や実験といった作業がどこで行われる

かという観点での分類でよい． 

時は，絶対的な季節や時期の情報は関連性が薄いため，時系列での分類をすればよい． 

このように，分類方針を定めると，①作業内容，②職位，③開発プロジェクト，④因

果関係，⑤作業場所，⑥時系列の観点で提言を分類すればよいといえる．このうち，開

発プロジェクトはそもそも，提言毎に明確なためことさら分類の必要はない．作業場所

や職位は作業内容で決まるため，分類に含めない．すなわち，稗方らの手法でも，同様

に分類されていたように，作業内容としてのカテゴリ，時系列としてのフェーズ，因果

関係としてのファクタ（原因）で分類をすればよいといえる． 



表 6.2-1 に本章で使用する提言の分類法を示す． 

 

表 6.2-1 新たな提言分類法 

カテゴリ 
国際標準職業分類 

(経済指標) 
全体管理，技術開発，事務，渉外 

フェーズ 
厚生労働省ガイドライン 

(標準フェーズモデル) 

計画段階，実験室段階，現場実験段階，ユ

ーザーテスト段階 

ファクタ 
リスク分類 RBS 

(プロジェクトマネジメント) 
外部要因，技術要因，管理要因，内部要因 

 

6.2.1 フェーズ 

フェーズに関しては，表 6.2-2 に示す厚生労働省のモデルや先行研究で提案されてき

た段階的なフェーズモデルであるフェーズ 0 からフェーズ 3 を利用し，計画段階

(Planning)，実験室段階(Laboratory)，現場実験段階(Field Test)，ユーザーテスト段階

(Social Experiment)と分類する．厚生労働省は，これらの後に商品化と販売後のフォロ

ーアップを定めているが，ユーザーテストまでの分析には不要なため除外する． 

 

表 6.2-2 厚生労働省の開発モデルと本研究のフェーズ 

フェーズ 厚生労働省による福祉用具・介護ロボットの開発モデル 

計画段階 Phase-0 
 開発コンセプト，基本機能の探索・開発方針の確認などのため

に必要な場合に行う試験． 

実験室段階 Phase-1 
 開発したプロトタイプ機の基本コンセプト，動作・機構の確認

を目的とするパイロット試験． 

現場実験段

階 
Phase-2 

 改良試作機に関する改良点の確認と残された課題の発見を目

的とする試験． 



 

第 3 章で述べた稗方らの手法では，｛準備段階・実施段階・検証段階・実装段階｝に

わけている．NEDO の研究開発ガイドライン [43]では，｛立案段階，計画作成段階，実

施段階，評価段階，継続研究段階｝としている．この２つは，ステージゲートを念頭に

置いたモデルになっており，検証段階や評価段階は，中間評価や事後評価のことを示し

ている．プロジェクトの遂行側がプロジェクトの実用化開発を行う段階は実施段階に集

約されている．厚労省のモデルは，実施段階を細かくしていて，実験室での安全性や基

礎性能の確認，現場実験段階での環境要因を含む基礎性能の確認，と開発の中でどのよ

うな観点で PDCA サイクルのステージをあげていくべきかについて分類をしている．

3.11 節の提言の有用性で述べたように，現場実験段階での提言が重要な傾向にあり実

施段階を厚労省のモデルで細かく分類しておくことには一定の意味があると考えられ

る．従って，本研究では厚労省のモデルでフェーズ分類を行う． 

 

6.2.2 カテゴリ 

カテゴリは，どのような業務に付随して発生した提言か，ということに基づいた分類

である．人に関する属性情報であり，内容ベースフィルタリング，あるいは協調フィル

タリングでは，閲覧者の分類に利用する．例えば管理職の閲覧者は管理に関する提言を

より好む傾向が，あるといったような場合に利用する分類である． 

カテゴリとしては， ILO による国際標準職業分類 ISCO-08 Structure and 

preliminary correspondence with ISCO-88 [44]の大分類から農林業など明らかに不要

な作業を排除したものを採用する．もともとの，分類では，｛管理職，専門職，准専門

職，事務補助員，サービス・販売従事者，農林漁業従事者，技能工及び関連職業の従事

者，設備・機械の運転・組立工，単純作業の従事者，軍人｝となっている．専門職や准

専門職，技能工等はひとつにまとめて技術開発とし，サービス・販売従事者は大きく対

外関係を司る役職として渉外とした．これらの観点で業務の分類としてのカテゴリは

ユーザーテ

スト段階 
Phase-3 

 試作機が上市可能であるかどうかを確認するための最終確認

試験．有用性，適応，適合の実証を目的とする． 

フォローア

ップ段階 
Phase-4 

 上市後の実用の場面におけるフォローアップ試験． 

有害事象の追跡，適応・応用範囲の確認・拡大，適合法の確認・

検討などを目的とする． 



{全体管理(Management)，技術開発(Development)，事務(Administrative)，渉外(Public 

Relation)，その他(Others)}とする． 

第３章で述べた稗方らの手法では，｛技術・運営・参加者・検証・制度・その他｝に分

類されている．技術開発が技術と検証に，渉外が参加者と制度に細分化されている．内

平らは｛市場，技術，事業，人・組織，競合｝に分類している．全体管理が，事業と人・

組織に，渉外が市場，競合に分類されている． 

しかし，これらの細分化は誰がプレイヤーか，という観点で見た場合にはあまり意味

がない． 本研究が対象とする小規模開発では，人数もそれほど多くなく，当該プロジ

ェクトに限った組織であることが多いために，分業が確立しておらず，兼務の場合すら

存在するためである． 

 

6.2.3 ファクタ 

ファクタは，どのような課題に基づいて発生した提言か，という観点の分類である． 

プロジェクトマネジメントにおける標準的なリスク分類 RBS（Risk Breakdown 

Strucutre）を用いる．①外部 (External)，②技術 (Technological)，③管理 (Project 

Management)，④内部(Internal)である．提言と要因を一意に対応させるため，以下の

ように要因を定義する． 

①外部要因とは，失敗等の原因が組織外の場合とし，場所または時間が違えば回避さ

れる場合とする．例えば，ユーザーテスト時に地震が発生した場合である． 

②技術要因とは，必要技術に抜けがあり，外部条件を変えても同じ問題が発生する場

合とする． 

③管理要因とは，環境や技術の欠陥が既知であったにも関わらず，リーダーの判断ミ

スにより障害が発生した場合とする． 

④内部要因とは，組織に問題があり，リーダーを変えても同じ問題が起こる場合とす

る．つぎに，１つの提言に１つの要因を対応させ，かつ，要因ごとの提言数をなるべく

均等にするため，以下により要因を割り当てる．まず，対象の提言に対し，外部または

技術要因のうち，主たる方を割り当てる．どちらも該当しない場合は管理要因を，それ

も該当しない場合は内部要因を割り当てる．外部要因と技術要因は区別可能であり，同



時に発生しても，主たる一方を選択出来る．管理要因と内部要因は，ほぼすべての障害

の背景となっているため，これらは最後に割り当てる． 

稗方らの手法では，｛国・自治体等の制度上の課題，ステークホルダー間の利害調整

上の課題，普及等にあたっての効果/課題，ユーザーテストの技術的な課題，グループ間

の連携，地域，気候，生活習慣の制約｝としている．この分類は具体的ではあるが，網

羅性の検証がされていない．失敗学では，｛個人起因，組織起因，いずれでもないもの，

だれの責任でもないもの｝という分類をしている．いずれでもない，というものは環境

変化への対応不良であり，だれの責任でもないものは未知の事象や異常事態としており，

外部要因日本語等しい． 本研究では，これに加えて，技術の不確実性が高い開発プロ

ジェクト固有の原因として，技術要因を加えている． 

  

  



6.3 内容ベースアプローチにもとづく提言の推薦 

本節では，提言データベースの内容ベースアプローチによる推薦について，詳細に述

べる．5.1-2 で述べたように，提言は，フェーズ，カテゴリ，ファクタの分類以外に，

提言の有用性に関する評価点を紐づけている．本研究では，3.11 で得た提言すべてを読

んだうえでの有用性評価の値を利用する．推薦では，閲覧者がみているフェーズ，カテ

ゴリと同一のフェーズ，カテゴリに属する提言のうち，提言の有用性が 2.5 以上のもの

を点数の高い順に推薦する． 

例えば，現場実験段階の全体管理の提言を読んでいる際には次の提言が推薦される． 

スマート安全靴｛安全性，マーケット状況，顧客の状況，時期などを総合的に判断し，

試験導入をいつにするかは，経営側が判断すべきであり，そのために開発状況を常に把

握しておく必要がある.開発や仕様のレビューには技術的観点だけでなく，経営的判断

が入らなければ，無意味な改良に拘泥して時期を逃してしまう｝ 

マッスルスーツ｛顧客からの要求事項をより安価な技術や安定した技術で賄える場合

には，そちらを優先すべき.小林先生は電気制御を進めていたが，経営判断でエアで保持

するだけの簡易版に切り替えて市場投入時期を早めた｝ 

これら二つの提言データベースはいずれも現場実験段階で，技術の安定性について苦

慮している場合，顧客からの要求事項をより安定した技術で賄えるのであれば，それに

よって市場投入を早めるべきという提言である．現場実験段階では，このような見極め

が重要であると提言データベースからわかる． 

ユーザーテスト段階の渉外では，次のような提言が推薦される． 

歩行支援機｛顧客候補によっては，秘密保持契約を結ぶべき｝ 

運搬ロボット｛共同開発を求めると乗ってくる企業が少ない.ロボットの共同開発と

いう言葉から得られるイメージがハードルが高いため，一般的なユーザーとなるサービ

ス企業は躊躇してしまう,導入先候補が確定できない,予算中で行うため，試験導入を無

料で実施してみてフィードバックがほしい，というアピール方法へ変更した｝ 

これら２つの提言は，顧客は新しい製品を簡単には受け入れてくれない．技術以外の

様々な要求が顧客から出される．顧客が満足する実験方法を顧客と相談して決める作業

が存在することを述べている． 



 本章では，本研究で構築したレコメンダーシステムを取り入れた提言データベース

について，説明した．ユーザテストによる有用性の検証はできていないので，アイデ

アの提案の段階である．   



第７章 結論 

本研究の目的は序論で示したように、魔の川から死の谷に関わる分野について，中小

企業における消費財研究開発の方法論の確立と実践である．  

第１章では，研究背景として，中小企業の研究開発の実情を述べている．申請者が従

事する靴産業について，過去の製品開発プロジェクトの概要を説明し，そこで生じた課

題を，魔の川，死の谷，ダーウィンの海の３つの障壁に当てはめて整理している．その

結果，失敗の要因を，開発対象の変化，プロセスの全体像の把握の困難性，共同開発に

おける責任と意思疎通の欠如，公的補助金の審査基準の欠陥にあるとしている．そして

本論文の対象を，魔の川から死の谷の間のプロジェクトマネジメントに設定している． 

第２章では，産学連携と公的補助金により，LED 内蔵の安全靴を開発し，本論文が

扱う研究開発のモデルとしている．自ら考案した圧電パラレルリンクを踵に内蔵し，歩

行時の発電により LED を 1cd で発光させ，自己位置を発信する安全靴であり，現場実

験により，屋外作業の安全確保に有用なことを確認している．従来研究に比べ，微小変

位で大電力を得られる点と，６自由度の外力を利用できる点で優れる．実用的にも，従

来にない靴底の剛性，外装の安全性，製造の容易性を有する．開発過程で生じた課題と

解決法を列挙し，それらが，中小企業における多くの小規模消費財開発で成り立つこと

を示している． 

第３章では，第２章のプロジェクトの管理運営の良否が，列挙された課題と解決法の

分類により評価できることを示し，その評価法を提言分析法と名付けている．また，本

手法が中小企業の研究開発プロジェクト一般において，ユーザーテストに至るか否かの

判定に利用できることを示している．本手法では，開発担当者が体験，発案した課題と

解決法を短文で表し（提言と呼ぶ），フェーズ・カテゴリ・ファクタで分類し，分類ご

との提言数を求める．提言数により，1)技術開発に集中できる柔軟なプロジェクトマネ

ジメント，2)ニーズの不確実性の早期の解決，3)技術開発の不確実性の段階的な解決の

程度が判定でき，これによりプロジェクトの成否が判断できる．またステージゲート法

における中止/継続の判断の目安が得られる．また本手法により，従来のガントチャー

ト，経費，工数による進捗評価よりも詳細な分析が可能なことを示している． 

第４章では，申請者が 10 件のプロジェクトに参画し，それらの成否の原因を分析し

ている．これら事業には，上市に至ったものから，ユーザーテスト前に敗退したものま

でが含まれる．開発現場での本人の体験，議事録，開発担当者の意見などにより，成否



の原因を分析している．また 253 件の提言を収集し，他事業の開発担当者，マーケティ

ング担当者，事業責任者に読んでもらい，提言の有用性を評価している． 

第５章では，上記の 10 プロジェクトに提言分析法を適用し，本手法により事業がユ

ーザーテストに至るか否か，および，その成否の原因が推定できることを示している．

また第３章で述べた３つの傾向が，ユーザーテストに至るプロジェクトの特徴であるこ

とを確認している． 

第６章では記録された提言を第三者が活用する，提言データベースを提案している．

無数に蓄積された提言から閲覧者に有益な提言を抽出するため，情報推薦の手法である

内容ベースアプローチを用い，提言をフェーズ・カテゴリ・ファクタの３つの特徴量と

紐づけしている．これにより，閲覧者の課題と類似の課題の提言が提示される． 

以上を総合して本論文の結論は以下である． 

中小企業の消費財研究開発プロジェクトにおいて，ユーザーテストに到達する条件は，

1)技術開発に集中できる管理運営体制，2)ニーズの不確実性の早期排除，3)技術の不確

実性の段階的な低減である．これらの実現の程度は，提言分析法により判定できる．本

手法は，開発過程で経験，発想した課題や解決手段をフェーズ・カテゴリ・ファクタで

分類し，提言数の比を求める方法である．蓄積された提言は，分類と紐づけることで検

索可能である．中小企業の消費財研究開発プロジェクトにおいて、ユーザーテストまで

到達しての良否判断するに至るためのプロジェクト運営におけるチェック項目３点（ニ

ーズ不確実性への対処・技術不確実性への対処・PM の柔軟性）を実践と事例研究から

抽出し、ステージゲート法における運用方法として提言分析法・そのデータベースを提

案した． 
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